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くまもとの農業

第１章 トピックス ～最近の情勢・話題～

（１）農林水産関係被害額

○平成 年 月 日、 日に発生した「平成 年熊本地震」における農業関係被害は、

１，８２６億円（平成３０年３月１３日確定）と過去最大の被害となりました。

本県は、全国有数の食料供給基地としての役割を将来にわたって果たし、基幹産業である農

業の持つポテンシャルを最大限に発揮させるために、「稼げる農業」を実現するための施策を

推進しています。

平成２８年熊本地震の発災以降は、平成３１年の「営農再開１００％」を目指し、熊本地震

からの復旧・復興を更に加速化させるとともに、農業の競争力強化の促進及び農業・農村の有

する多面的機能の維持・発揮を図り、「世界と戦えるくまもとの農業」の実現に向けて取り組

んでいます。

１－１ 農業分野における熊本地震からの復旧・復興の進捗状況

～早期の営農再開 を目指し着実に復旧が進んでいます～

（千円）

水
産
業

関
　
係

漁港、共同利用施設等、養殖施設、水産物等の被害

水産関係被害　合計 （千円）

注）四捨五入の関係上、合計が合わない場合がある。

農業関係被害　合計

林
　
業

関
　
係

山地崩壊、林地荒廃防止施設、林道施設、林産施設、林産物等の被害

林業関係被害　合計 （千円）

海岸施設 海岸堤防の液状化・クラック等 （千円）

農地等被害額計 （千円）

ため池の堤体損傷、用排水路及び用排水機場の損傷、農道、
牧道等の法面崩壊・クラック等

（千円）

生活関連施設 農業集落排水施設の破損 （千円）

農
地
等

田 法面崩壊、亀裂・クラック、液状化等 （千円）

畑 法面崩壊、亀裂・クラック（牧野含む）、液状化等 （千円）

農業用施設

その他 共同利用施設等の損壊等 （千円）

農業施設被害額計 （千円）

（千円）

機械等 農業用機械の損壊等 （千円）

農
業
施
設

園芸施設等
野菜、花き、果樹等栽培ハウスの損壊、いちご高設栽培施設等
の損壊等

（千円）

畜舎・農舎等 畜舎・農舎、農業用機械、飼料タンク等の損壊等

在庫品 米 (千円)

農作物等被害額計 （千円）

樹体 くり、早生温州みかん (千円)

畜産 家畜（鶏、乳用牛、肉用牛、豚、馬）、生乳等 (千円)

花き
ヒぺリカムヒデコート（花き苗）、観葉植物、カーネーション
（鉢）、コチョウラン（鉢）等

(千円)

飼料作物 イタリアンライグラス（生草） (千円)

雑穀・芋・豆 甘藷、ばれいしょ (千円)

工芸作物 茶 (千円)

野菜 いちご、なす、アスパラガス、トマト、メロン等 (千円)

果樹 不知火（デコポン） (千円)

部　　門 概　　　　要 被害額

農
　
業
　
関
　
係

農
作
物
等

水稲 水稲苗 (千円)

平成２８年熊本地震による農林水産業関係の被害状況

農林水産業の被害額：１，８２６億円【確定】 （ 公表）
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くまもとの農業

第１章 トピックス ～最近の情勢・話題～

（２）復旧・復興への取組み

○県では、熊本地震からの復旧・復興への取組みのうち、特に県民生活と関わりが深い項目を

「創造的復興に向けた重点１０項目」として重点的に進捗管理し、復旧・復興の加速化を進

めることとしています。

〇農業関係では、平成３１年までに、農地及び営農施設の復旧等による営農再開 ％完了を

目指すこととし、農地の大区画化も含む農地の復旧工事等に取り組んでいます。

○県では、単に元にあった姿に戻すだけではなく、創造的な復興も進め、復旧・復興を本県農

業の更なる発展につなげていきます。

時点
被災農家の営農再開に向けたロードマップ

H28年度 H31年度H29年度 H30年度

・大豆転作等で

営農継続支援

・農家等が自ら

行う応急工事・

簡易な復旧工事

支援

・創造的復興による農地の大区画化

再開率

９２．３％

再開率

１００％

（秋津地区）

（阿蘇谷地区）

（乙ヶ瀬地区）

営農再開を

目指す農家数

戸

再開率

９６．９％

・営農を継続しながら工区ごとに工事（表土剥ぎ、客土材搬入、基盤整地工事、表土戻し、暗渠排水）を実施

暗渠排水工

６～１１工区

１工区

・営農施設の復旧

・農地の復旧 （ ・ 災害復旧工事の実施 ・ 農家の自力復旧への支援（復興基金） ）

２～５工区

１次工事

（表土剥ぎ）
２次工事（基盤整地、表土戻し等）

３次工事

（暗渠排水等）

※H30秋（収穫後）以降に必要に応じて工事

・設計・換地計画 ・工事実施・ 土地改良法手続き

経営体育成支援事業 完了率 ８５．５％

契約率 約７割

春から

順次、営農再開
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くまもとの農業

第１章 トピックス ～最近の情勢・話題～

① 共同利用施設・卸売市場施設の復旧状況

熊本地震で被災した農協等が所有する共同利用施設 カントリーエレベーター、ライスセン

ター、集出荷場、農業倉庫等 、卸売市場施設※の修復が完了しました。

① 熊本地震被災施設整備等対策事業

・５８施設

・総事業費 百万円

（うち補助金額： 百万円、国 ・県

※一部は国 ・県

②農業共同利用施設災害復旧事業

・ 施設

・総事業費： 百万円（補助金額： 百万円、国約 ）

② 畜舎・鶏舎の復旧状況

畜産における震災からの復旧については、施設のみならず家畜についても対応する必要が

あり、国の被災農業者向け経営体育成支援事業を活用して施設等の再建に取り組むとともに、

家畜については、国・県双方の事業を活用して復旧を進めています。

また、畜産の創造的復興の取組みとして、国の畜産クラスター事業（平成 年度熊本地

震対応）を活用して、地域の中心的な経営体の規模拡大等に必要な施設の整備や家畜の導入

を推進し、畜産農家の早期営農再開に向けた円滑な事業実施に取り組んでいます。

③ 農地の災害復旧・創造的復興

被災した農地のうち、特に被災規模が大きい、阿蘇市の阿蘇谷地区（約６８ｈａ）、熊本市

の秋津地区（約１７２ ）、南阿蘇村の乙ケ瀬地区（約２ ）について、県営による現状復

旧のみならず、農地の大区画化や農地集積と併せた創造的復興に取り組んでいます。

各地区の状況について、阿蘇谷地区は平成 年６月までに、秋津地区は平成３１年３月ま

でに営農再開の予定です。また、乙ケ瀬地区については、平成３０年度の工事着手に向け、換

地原案の作成後の実施設計を進めています。

復旧した

畜舎
再導入された

乳用牛

選果ラインの破損

国際航業株式会社･株式会社パスコ 大区画化

阿蘇谷14工区(阿蘇市)

国
際

航
業

株
式

会
社

･
株

式
会

社
パ

ス
コ
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くまもとの農業

第１章 トピックス ～最近の情勢・話題～

3,053 
3,004 

3,071 
3,113
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3,348

3,475 

2,500

2,750

3,000

3,250

3,500

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

（億円）

農業産出額

年連続増加

○平成 ８年農業産出額は、前年を１２７億円（ ％）上回る３，４７５億円となりました。

熊本地震により、農地、農業施設、農作物等に甚大な被害を受けましたが、農家の方々の

自助努力や国・県の支援策により、生産量の落ち込みが最小限にとどまり、総じて農産物価

格も上昇したため、平成 年農業産出額は、前年を ２７億円（ ．８ ）上回る ，

７５億円となり、７年連続で増加しました。

部門別では、野菜１，３２１億円、畜産１，

１４１億円、その他（米、果実、い草、花き、

茶等）１，０１３億円と多彩な農産物が生産

されています。

品目別では、トマト、肉用牛、米が上位３

品目で、特に、トマトは前年から２５億円増

加し、過去最高の４９１億円となりました。

〇モデル地区を設定し支援を開始しました。

県では、意欲ある中山間地域を支援するため、独自に「中山間農業モデル地区支援事業」を

創設し、中山間地域農業の振興を図るモデル地区として平成２９年度に１４地区の設定を行い

ました。

設定された地区においては、本庁と地域の各段階に設置した「中山間地域農業支援プロジェ

クトチーム」が重点的に支援を行うとともに、地域自らにおいて、所得向上につながる取組み

を徹底的に話し合い、「モデル地区農業ビジョン」を作成することとしています。ビジョン作

成が終了した７地区のうち４地区は、すでにビジョン実現のための簡易な基盤整備や農業機械

の導入等の支援を実施しています。

１－２ 熊本地震の中でも農業産出額が７年連続の増加

１－３ “くまもとの中山間地域農業”で新たなチャレンジが始動

ビジョン作成のための話し合い状況

くまもとの農業

第１章 トピックス ～最近の情勢・話題～

① 共同利用施設・卸売市場施設の復旧状況

熊本地震で被災した農協等が所有する共同利用施設 カントリーエレベーター、ライスセン

ター、集出荷場、農業倉庫等 、卸売市場施設※の修復が完了しました。

① 熊本地震被災施設整備等対策事業

・５８施設

・総事業費 百万円

（うち補助金額： 百万円、国 ・県

※一部は国 ・県

②農業共同利用施設災害復旧事業

・ 施設

・総事業費： 百万円（補助金額： 百万円、国約 ）

② 畜舎・鶏舎の復旧状況

畜産における震災からの復旧については、施設のみならず家畜についても対応する必要が

あり、国の被災農業者向け経営体育成支援事業を活用して施設等の再建に取り組むとともに、

家畜については、国・県双方の事業を活用して復旧を進めています。

また、畜産の創造的復興の取組みとして、国の畜産クラスター事業（平成 年度熊本地

震対応）を活用して、地域の中心的な経営体の規模拡大等に必要な施設の整備や家畜の導入

を推進し、畜産農家の早期営農再開に向けた円滑な事業実施に取り組んでいます。

③ 農地の災害復旧・創造的復興

被災した農地のうち、特に被災規模が大きい、阿蘇市の阿蘇谷地区（約６８ｈａ）、熊本市

の秋津地区（約１７２ ）、南阿蘇村の乙ケ瀬地区（約２ ）について、県営による現状復

旧のみならず、農地の大区画化や農地集積と併せた創造的復興に取り組んでいます。

各地区の状況について、阿蘇谷地区は平成 年６月までに、秋津地区は平成３１年３月ま

でに営農再開の予定です。また、乙ケ瀬地区については、平成３０年度の工事着手に向け、換

地原案の作成後の実施設計を進めています。

復旧した

畜舎
再導入された

乳用牛

選果ラインの破損

国際航業株式会社･株式会社パスコ 大区画化

阿蘇谷14工区(阿蘇市)

国
際
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業
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くまもとの農業

第１章 トピックス ～最近の情勢・話題～

〇平成２８年度の県産農林水産物等の輸出額が 億 千万円になりました。

平成２８年度の輸出実績は、前年度から約５億３千万円増加し、過去最高の４８億６千万円

となりました。今回の伸び率はプラス１２％であり、輸出実績は、毎年度、堅調に増加してい

ます。

今後も、事業者等の育成、ビジネスチャンスの創出、輸出に取り組みやすい環境づくり等、

輸出拡大に向けた支援を展開していきます。

○東京オリンピック・パラリンピックの食材調達基準にも合致した「県版 」を創設しま

した。

ＧＡＰ（ ）は、農業生産工程管理と訳され、農業の生産段階に

おけるリスクをそれぞれ管理していく手法です。

平成２９年３月に公表された２０２０東京オリンピック・パラリンピック食材調達基準で

は、ＧＡＰの取組が必須となりました。そのため、国のガイドラインと調達基準に準拠した「く

まもと県版ＧＡＰ」を平成２９年９月に創設しました。これにより、野菜、果樹、茶、穀物（米・

麦）、きのこ、たけのこの各品目においては、ＧＡＰの取組の確認を受けることにより、東京

オリンピック・パラリンピックの選手村への食材の供給が可能になります。併せて、ＧＡＰの

指導者養成を行うとともに、本県農業の未来を背負う農業高校等教育機関でのＧＡＰの取組も

進めています。

１－４ 本県農林水産物等の輸出実績が過去最高を記録

１－５ 東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ・ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸを見据えた「くまもと県版 」の創設

高校生への指導風景 東京オリパラの食材調達基準（農産物）

平成２８年度県産農林水産物等の輸出実績（県調べ）

イオンストアーズ香港

「晩白柚フェア」
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くまもとの農業

第１章 トピックス ～最近の情勢・話題～

バリ州農業関係者の

視察の様子（果樹研究所）

○県南の農産物を活用した商品開発や販路拡大に取り組む地域商社が設立されました。

県南地域の農産物加工販売やマーケティングなどを手掛け

る地域商社「㈱ （カッセ ジャパン）」が、

平成２９年４月２７日に設立されました。

本県が進める「くまもと県南フードバレー構想」の推進母

体であるくまもと県南フードバレー推進協議会では、同社と

連携して、商品の高付加価値化による売れるモノづりや新た

な販路開拓等を進めるとともに、県南地域の農産加工物のブ

ランド力向上を図っていきます。

○ 年産の県産トルコギキョウが、作付面積、出荷量とも全国１位となりました。また、花

の新たな需要創出の取り組みとして「くまもと生花プロジェクト」が始まりました。

平成 年産の県産トルコギキョウが、作付面積は で出荷数量

は 千本の実績により、初の全国１位となりました。県内では昭

和５０年代後半から栽培が始まり、これまで、消費地が求める品質と量を

確保するため、県下全域で出荷量増大や品質向上に取組んできました。

今後は、日持ち性向上や産地間リレー出荷の推進などにより固定客を確

保するとともに、更なる産地拡大を目指していきます。

また、熊本県では、様々なシーンでの花の利用増進と、県産の花の地産

地消を進める「くまもと生花プロジェクト」の取組を始めました。

この一環として、平成２９年１１月より、県内ホテルの協力のもと、ロ

ビーや会合等での県産花きを用いた装飾を実施しています。

○インドネシア・バリ州との間で、 （国際交流の促進に関する覚書）に基づく農業分野の

交流が本格的に開始されました。

本県では、世界的な観光地として有名なインドネシア・

バリ州との間で、 を締結しています。

バリ州は、農業が非常に盛んな地域で、観光に次ぐ基幹

産業として農業が住民の生活を支えています。

平成 年 月には、バリ州政府の農業関係者が本県

を訪れ、果樹研究所や八代地域の産地等を視察しました。

平成３０年２月には、農畜産業分野において、両県州の

間で技術交流を行っていくことを合意しました。

今後は、バリ州に設置した野菜、果樹、畜産のそれぞれ

のモデル農園で本県の農業普及指導員が技術指導を行い、バリ

州の農業技術向上や指導者育成に協力することとしています。

１－７ 熊本県産トルコギキョウ全国１位、くまもと生花プロジェクト始まる

１－６ 地域商社 設立

地域商社設立発表会

１－ インドネシア・バリ州と農業分野での交流活動が始まる

くまもとの農業

第１章 トピックス ～最近の情勢・話題～

〇平成２８年度の県産農林水産物等の輸出額が 億 千万円になりました。

平成２８年度の輸出実績は、前年度から約５億３千万円増加し、過去最高の４８億６千万円

となりました。今回の伸び率はプラス１２％であり、輸出実績は、毎年度、堅調に増加してい

ます。

今後も、事業者等の育成、ビジネスチャンスの創出、輸出に取り組みやすい環境づくり等、

輸出拡大に向けた支援を展開していきます。

○東京オリンピック・パラリンピックの食材調達基準にも合致した「県版 」を創設しま

した。

ＧＡＰ（ ）は、農業生産工程管理と訳され、農業の生産段階に

おけるリスクをそれぞれ管理していく手法です。

平成２９年３月に公表された２０２０東京オリンピック・パラリンピック食材調達基準で

は、ＧＡＰの取組が必須となりました。そのため、国のガイドラインと調達基準に準拠した「く

まもと県版ＧＡＰ」を平成２９年９月に創設しました。これにより、野菜、果樹、茶、穀物（米・

麦）、きのこ、たけのこの各品目においては、ＧＡＰの取組の確認を受けることにより、東京

オリンピック・パラリンピックの選手村への食材の供給が可能になります。併せて、ＧＡＰの

指導者養成を行うとともに、本県農業の未来を背負う農業高校等教育機関でのＧＡＰの取組も

進めています。

１－４ 本県農林水産物等の輸出実績が過去最高を記録

１－５ 東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ・ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸを見据えた「くまもと県版 」の創設

高校生への指導風景 東京オリパラの食材調達基準（農産物）

平成２８年度県産農林水産物等の輸出実績（県調べ）

イオンストアーズ香港

「晩白柚フェア」
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くまもとの農業

第２章 農業施策の主な取組み

～世界と戦えるくまもとの農業の展開～

２―１ 農業の担い手の確保・育成

地域営農組織リーダー研修会

◇認定農業者の法人経営体が着実に増加

農業経営の高度化のため、関係機関と構成する熊

本県担い手育成総合支援協議会と連携し、法人化支

援講座や個別経営相談会、専門家派遣等の支援を行

い、経営体の法人化や更なる経営改善を支援してい

ます。

本県の認定農業者における法人経営体数は

法人にまで増加し、認定農業者全体 経営

体に占める割合は約 割にまで拡大しています。

なお、平成 年度全国優良経営体表彰において、

本県の 経営体※が最高位である農林水産大臣賞

を受賞するなど、法人経営体数の増加はもちろんの

こと経営の質も高まっています。

※ネットワーク大津株式会社（大津町）

有限会社吉川農園（合志市）

◇地域営農組織の発足と法人化が進展

県では土地利用型農業を支える担い手として

地域営農組織の育成を進め、さらに農地の受け

皿となる地域営農組織の法人化を進めていま

す。

地域営農組織に対しては、市町村、ＪＡなど

関係機関団体と連携して法人化啓発のためのセ

ミナーや法人設立講座を実施しています。平成

年度からは、中山間地域での新たな地域営

農組織づくりを支援しています。

このような取組みの結果、平成２９年度の地域営農組織数は約３８０組織、うち法人が

１０５法人となり、水稲作付面積に対するカバー率は着実に拡大し３６％となっていま

す。

また、地域営農法人間のネットワーク化を強化し、更なる経営発展と組織連携を目指す

ため、熊本県地域営農法人協議会が発足しました。（事務局：ＪＡ中央会）

○地域営農組織においては、平成２９年度新たに１９法人が設立され累計１００法人を

超えるなど、法人化が進展しています。

○県では経営体の法人化や更なる経営改善を支援しており、認定農業者のうち法人経営体

は 法人まで拡大しています。その中で、本県の２経営体が平成２９年農林水産大

臣賞を受賞しました。

Ⅰ 「稼げる農業」の更なる加速化

２―１ 農地集積と水田フル活用

個別経営相談会

全国優良経営体表彰大臣賞受賞（知事報告）
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くまもとの農業

◇農業女性部組織の活躍促進

県では、認定農業者連絡会議と連携して女性認

定農業者の育成と家族経営協定の締結を推進し、女

性の経営参画を進めてきました。

平成２９年度は、認定農業者連絡会議女性部１０

周年記念式典が開催され、女性の経営参画への機運

が一層高まりました。

さらに、県認定農業者連絡会議は、女性の社会参

画啓発活動が評価され、農業団体として初めて県男

女共同参画推進事業者として表彰されました。

◇農業大学校から多くの新規就農者が誕生

平成 年の新規就農者は前年より

３９人減少し４６３人となりましたが、

このうち新規学卒就農者については前

年より１９人増加し、 ４人となりまし

た。

中でも、農業大学校の卒業者が前年よ

り 人増加し、新規学卒就農者の半数

を占めています。

農業大学校では、自営を志す学生が増

加しています。

◇企業の参入を促進するための取組み

企業からの農業参入に関する相談には、流

通アグリビジネス課及び各広域本部（地域振

興局）に窓口を設置して随時対応していま

す。さらに、農業参入セミナーや経営講座の

開催により農業参入を検討している企業に

対して情報発信を行うとともに、県外企業へ

のＰＲ活動を実施しています。

また、県単独の支援策として、農業参入時

の初期投資に対する支援を行っています。

○企業参入の状況（平成２８年度末）については、平成２１年度以降の８ヵ年で１５８

件（うち県外３４件）が参入しており、経営面積は４１９．６ｈａで、常用雇用５４

７人を創出しています。

○女性農業者が農業経営や地域社会において、持てる能力を充分に発揮し、活躍できる

環境づくりを進めるため、「熊本県農山漁村男女共同参画推進プランⅣ」を策定し、

農山漁村における男女共同参画を進めています。

○平成 年度の新規就農者が減少する中で、新規学卒就農者は大幅に増加し、中でも

農業大学校の卒業者が多くなっています。

参入 ㈱あつまるホールディングスの桑園

女性農業者研修・懇話会

年度

人

その他

農業大学校

高等学校

○新規学卒就農者の最終学歴別推移
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２―２ 競争力とリスク対応力を高める

農業生産基盤の強化

◇地域の農地を守る担い手の確保・育成と一体となった農地集積の展開

地域ぐるみで農地集積に取り組む地域を「農地集積の重点地区」として、これまでに県

内１３２地区を指定し（平成２４年度から毎年２０地区程度を指定）、県独自の交付金制度

を活用して、地域の合意形成や営農・農地集積計画の作成を支援しています。指定地区で

は、県農業公社の農地集積専門員を中心に、市町村、農業委員会、ＪＡ等の関係機関が地

域の農家等と一緒に地域の将来について話し合い、担い手への農地集積につなげています。

特に、平成２８年度からは、『担い手への集積率８割』

を目指す地域を「集積促進地区」として指定し、地域

営農組織の法人化と農地中間管理機構を活用したまと

まりのある農地集積を推進してきました。

その結果、平成２９年度には、玉名市や山鹿市での

大規模法人設立のほか、耕作条件が比較的厳しい中山

間地の美里町や小国町などでは１０法人の設立が進み、

それぞれの地域の課題解決に取り組んでいます。これ

らの担い手の確保・育成と農地集積が一体となって進

んでいます。

◇農地中間管理機構と連携した基盤整備の推進

担い手への農地集積を加速化するには、大区画化や汎用化された農地など担い手が耕作

しやすい農地をまとまった形で貸し付けしていくことが重要です。このため、農地中間管

理機構と連携した基盤整備を推進しています。

実施中の基盤整備事業のうち、県営事業の４０地区、団体営事業５５地区において、農

地中間管理事業の重点実施地区（区域）の指定を受け事業を進めています。加えて、これ

から県営事業で整備を計画している新規地区については、農地集積計画の策定、換地原案

の作成等の段階において、関係機関による話し合いを行うなど、地区全体で農地中間管理

事業を活用するように取り組んでいます。

さらに国では、さらなる担い手への農地の集積・集約化を加速化するため、農地中間管

理機構が借り入れている農地において、農業者の申請・同意・費用負担によらず、県にお

いて実施する基盤整備事業（「農地中間管理機構関連農地整備事業」）が平成 年度に創

設されます。

本県では、本事業にも積極的に取り組み、担い手への農地集積 割を目指しします。

○農家の高齢化・減少等により、農地の遊休化が懸念される中、コスト削減による稼げる

農業を確立するため、担い手への農地の集積や集約化を図っています。

○農業基盤整備を契機とした担い手への農地集積を加速化させるため、農地中間管理機構

と連携した基盤整備を推進しています。

地区での話し合いの様子
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くまもとの農業

◇地域の営農に即した基盤整備（区画整理）の推進

農地の大区画化や用排水路、耕作道等の農業生産基盤の整備を総合的に実施することで

機械作業や水管理等が容易になり、労働生産性が飛躍的に向上します。

更に、担い手へ農地を集積することで、効率的な農産物の生産を可能にするとともに、

こうした生産条件が整った地域を中心にメガ法人が設立されるなど、地域の営農に即した

「生産構造の変革と効率化」を下支えしています。

加えて、農業の生産条件等が不利な中山間地域において、農業・農村の活性化を図るこ

とを目的として、農業生産基盤の整備と農村生活環境等の整備を総合的に実施しています。

また、宇城市の旧干拓地においては、国営事業を活用した大規模な区画整理に向けた検

討を国や地元と連携して行っています。

◇農地の排水対策
有明海・八代海沿岸では、本県の水田面積の約２４％を占める約１８，０００ｈａの農

地が干拓されてきました。
なお、干拓地などにおいては、排水が悪いため湿田が多く、麦大豆や露地野菜、園芸作

物等の導入が図れない状況です。
このため、排水機場や暗渠排水等の農地の排水対策に取り組み、水稲から畑作物への転

換を推進します。
こうした農地の排水対策により、野菜などの高収益作物の導入や、担い手への農地集積

等を行い、稼げる農業の実現を目指しています。

川登地区（荒尾市）

排水対策前（暗渠排水や排水機場）の営農状況 排水対策後の営農状況

北新地地区（八代市） キャベツの導入

トマトの導入東牟田地区（八代市）

事業着手前

事業完了後

平坦地域の区画整理

扇崎・大野下地区

（玉名市）

事業着手前

事業完了後

中山間地域の区画整理

南関西地区

（南関町）
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くまもとの農業

◇樹園地における用水施設及び園地内道路整備の推進

本県の樹園地は、山腹に石を積み上げた農地が多く、園内の作業道や給水施設が未整備
であり、営農に多大な労力を必要としています。
そのため、畑地帯総合整備事業により、樹園地の区画整理、農道や 道路、かんがい

施設を整備して、作業の効率化と作物品質の向上を図ります。
また、生産基盤の整備を契機として、担い手農家への農地集積を促進し、経営規模の拡

大や地域の新たな担い手を育成していきます。

◇農業用ため池ハザードマップの作成
本県にあるため池の中には、下流に住宅や公共施設

等が存在するものがあります。市町村等では、このよ
うなため池を対象に、万が一ため池が決壊した時に備
えて、被害想定区域や避難場所等が表示された「ため
池ハザードマップ」の作成を進めています。
ため池ハザードマップは、防災訓練等に活用して地

域住民の自主防災意識の向上を図るなど、ため池の防
災対策や災害時の被害軽減に役立てるものです。

◇排水機場の事業継続計画（ＢＣＰ）の作成
災害等により排水機場が機能停止した場合に備え、

あらかじめ緊急時の対策を定めた事業継続計画（ＢＣ
Ｐ）を策定し、非常時の体制を構築しておくことで、
湛水被害の軽減と早期の機能回復が可能となります。
このようなことから、平成２９年度から平成３０年

度にかけて、県内全ての排水機場ＢＣＰ策定を推進し
ています。

○大雨や地震等による災害から農業経営や農村のくらしを守るため、排水機場などの防災

インフラの整備のみならず、災害と向き合う体制を構築し、迅速な対策を可能にするこ

とで被害を最小化します。

事業着手前 事業完了後

樹園地の基盤整備

吉次地区（熊本市）

上東排水機場（電気設備）の火災（上天草市）

「本村ため池」ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ（宇城市）
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くまもとの農業

◇土地改良施設の突発事故への対応

本県の稼げる農業の重要な基盤である排水機場

やダム、農業用排水路等の土地改良施設は、現在

その多くが老朽化し施設の更新が必要な時期を迎

えています。

このような中、近年、排水機場の故障やパイプ

ライン破損等の突発事故が増加している状況であ

り、施設の管理体制の強化と突発事故等の緊急時

の体制整備が急務となっています。

過去 年間の突発事故：７０件・３億５千万円

※県に申請があったもののみ

県では、本年度から土地改良法改正による国の

新たな突発事故制度や既存事業を一体的に活用す

る「土地改良施設突発事故復旧事業」を創設し、

県営・団体営により、発生した突発事故に対する

迅速かつ効果的な機能復旧を実施するとともに、

ＢＣＰや管理者育成等のソフト対策を総合的に行

い、農業や地域に与える被害の最小化に向けた取

組を推進します。

◇営農指導の充実強化

中央会・連合会の「担い手・法人サポートセン

ター」が行う営農指導員養成研修に農業革新支援専門

員が講師として指導にあたっています。

また、営農指導員の技術力高位平準化を図るため、

平成２８年度から「 くまもと農産物生産支援体制

強化事業」により、県 等による人材育成、タブレ

ット端末を用いての技術情報の共有化や栽培状況の確

認等、指導体制の強化を支援しています。

◇農作業安全の意識啓発

農業団体や農業機械メーカーと連携し、農作業安全

運動の実施や啓発チラシ、ステッカー等の配布を行っ

ています。また、農作業安全対策の理解を深めるため、

市町村や の担当者等に対し講習会を開催し、農業

機械で実演しながら知識習得を支援するとともに、農

作業事故状況の共有を行い、農業者への意識啓発活動

を促進しています。

○土地改良施設の突発事故による農業被害の最小化を図るため、突発事故復旧対策及び管

理体制の強化を推進します。

○農協の経営基盤・組織体制の強化を図るため、営農指導の充実強化を支援し、さらに、

農作業事故防止のための意識啓発活動を農業団体と連携しながら推進しています。

【 新規】土地改良施設突発事故
復旧対策事業のイメージ

その他の
土地改良
施設

農業水利
施設

①【新規：県営】突発事業

③【既存：団体営】

基幹・地域水利施設復旧
（ストマネ突発）

・多面的交付金
・市町村等単独

用・排水
機場

パイプ
ライン

農地
保全

頭首
工

ダム

開水路

農道

排水
機場

ダム
ため池

②【新規：団体営】突発事業

規
模
等

パイプ
ライン

頭首
工

用・排水
機場

発生火災突発事故（排水機場）

トラクターを用いた農作業安全対策実演会

アスパラガス指導支援強化研修
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くまもとの農業

２―３ 競争力のある農産物の生産体制の確立

◇新品種「くまさんの輝き」 年の本格デビューに向け先行販売始まる

「くまさんの輝き」については、農業団体、流通業者、行政で構

成する県産米戦略プロジェクトチームを設置、生産・販売それぞれ

の立場から振興方針を検討し、オールくまもとによる推進を図って

います。

平成３０年の本格デビューに向けて、生産者、消費者への認知度

向上を図るため、平成２９年１２月から一斉販売を開始。販売に当

っては、統一感を出すためロゴマーク及び統一米袋による取組を進

めています。

ロゴマークのデザインは、「輝き」を表す 個の星

で構成され、米袋はこのロゴマークを用いて「くまもと

の赤」をイメージした斬新なデザインとなっています。

また、平成２９年産米の食味ランキングにおいては２年

連続して「特Ａ」評価を獲得し、全国的にも注目度が高

まっているところです。

今後も、関係機関連携のうえで、産地や品質にこだわ

った生産販売を推進していきます。

◇いぐさ新品種「涼風」の普及拡大

新品種「涼風」は、早刈作期に適し、生育中の株枯れが少なく多収で畳表生産効率が

高いなどの特徴があり、畳表生産量の増加による農業所得向上が期待されます。

平成２８年産から本格生産が始まり、

早くも当初目標の作付面積 を

上回り、 （平成 年産）、シ

ェア に普及拡大しました。

併せて、他の県育成いぐさ優良品種

「夕凪」「ひのみどり」「ひのはるか」

との合計シェアは に向上し、目

標の を達成しました。

これらの優良品種を組み合わせて、

各農家ごとの栽培面積の拡大と畳表生

産枚数の増大を図り、

いぐさ産地維持と生産

力の強化を図っていき

ます。

○県育成優良品種導入により、いぐさ・畳表産地の維持拡大と、県産畳表のブランド確

立を図ります。

○「くまさんの輝き」は、その食味と品質の良さを活かし、熊本県産米全体のイメージを

向上させるリーディング品種として位置づけ、産地や品質にこだわって生産・販売を

推進しています。

統一ロゴマーク

熊本県いぐさ優良品種の作期体系

時期 月 日 ７月 日 月 日

作期 早 刈 普通刈 晩 刈

品種 「夕凪」・「涼風」 「ひのみどり」 「ひのはるか」

 

一斉販売イベント
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くまもとの農業

全面シートマルチ

◇温州みかんの高品質果実生産への取組み

本県のみかんでは、気象変動の影響を受けない高品

質・安定生産技術の導入により、競争力のある商品づく

りを進めています。

平成２８年度から県内モデル地区に実証園を設置し、

収穫前に余分な水分を吸収させない全面シートマルチ栽

培等の導入に取組み、その結果、２カ年続けて高単価で

販売され、本県産温州みかんの市場評価向上にもつなが

っています。

今後も、消費者から求められる品質・出荷量を継続して供給

できる体制を確立し、「熊本みかん」の競争力を高めて参ります。

◇県オリジナルいちご品種「ゆうべに」の普及推進

「ゆうべに」は、平成 年に面積約２ で栽培が始まり、

平成 年産の約 を経て、平成 年産は約 と県

内の約 ％を占めるまで拡大し、県内で の作付面積を誇

る品種となっています（共販分）。

「ゆうべに」は、クリスマスから年明けの単価の高い需要期

に安定して出荷できるため、「ゆうべに」の導入により生産者の

所得が向上しています。

今後も、栽培管理技術の高位平準化やブランド化を進めなが

ら、熊本県を代表するいちご品種として普及推進していきます。

◇全国和牛能力共進会の取組み

本県では、県産ブランド牛の生産基盤として、約 万頭の肉用牛が飼養されていま

す。県産牛肉の品質向上を図るため、県、農業団体・関係機関、生産者が連携して、飼

養衛生管理の向上推進と併せて和牛（褐毛和種、黒毛和種）の改良に取り組んでいます。

全国和牛能力共進会は、全国の優秀な黒毛和種肉用牛が一堂に会して優劣を競う全国

規模の大会で、５年毎に開催されることから『和牛オリンピック』と称されます。

平成 年 月に宮城県で開催された第 回大会

には、本県からは、初出品となる若雄の部及び繁殖雌牛

群の部を含む、７部門に合計１５頭が出品され、本県の

肉用牛改良について検証を行うとともに、本県産牛肉の

を行いました。

○温州みかんへの気象変動の影響を受けない高品質・安定生産技術の導入により、消費

者から求められる「熊本みかん」の競争力強化を図ります。

○「ゆうべに」は、普及開始 年で県内 のいちご品種になりました。単価の高い

時期に収量の多い「ゆうべに」の導入により、生産者の所得向上を図っています。

○ 国内外における競争力を高めるため、家畜の改良や飼養管理の向上を推進に取り組

んでいます。
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くまもとの農業

〇農研センターで開発した新品種・先端技術

国際競争を見据えた「稼げる農業」の更なる加速化を目指し、産地や農家・消費者の

多様なニーズを捉えた技術の開発に取り組んでいます。また、県普及組織や 等関係機

関と連携して技術普及の加速化を図っています。

「華
はな

錦
にしき

」

◆枯死株が少
なく、茎が
太く、収量
が多い。 月
下旬から
月上旬に収
穫。

◆Ｈ ６年度
品種登録

◆酒造好適米
品種。倒れに
くく、大粒で
充実良好。吟
醸酒～純米
酒の製造に
期待。

◆Ｈ 年度
品種登録

「森のくまさん」

◆県育成第
号。食味ラン
キングで最
高得点で 位
２４年 。

粘りがあり、
良食味。

◆ 年度
品種登録

いぐさ

野菜

果樹

◆ 大玉 で 甘
く、香りが
芳醇。低コ
スト栽培が
可能。

◆Ｈ 年度
品種登録

ひのしずく

◆「不知火」に比べ酸味が低くなる
時期が早く、食味が良好で収量が
多い。

◆Ｈ 年度品種登録

「肥の豊」 デコポン

◆年内に成熟し、 月に出
荷できる温州みかん。糖度
も高く食味が良好。浮き皮
が少ない。

◆ 年度品種登録

「熊本ＥＣ１１」

◆「ヒゴムラサ
キ」の着色性
を改善し、舌
出し果の発
生を軽減。

◆ ２９年度
品種登録

「ヒゴムラサキ２号」

「涼
すず

風
かぜ

」

◆年内収量が
多く、大玉
で鮮やかな
赤 色 が 特
徴。

◆Ｈ 年度
品種登録

ゆうべに

◆茎が非常に細
く、太さや色
の揃いが良
い。高品質で
感触がよく、
非常に美しい
畳表となる。

◆Ｈ１３年度

品種登録

「ひのみどり」「くまさんの力」

◆高温条件下
でも白未熟
粒が発生し
にくく、良
食味。倒伏
にも強い

◆Ｈ２ 年度
品種登録

〇作付面積

〇作付面積

１ くまもとの魅力を発信できる新品種の開発・選定

◆ツヤ・粘りが
ある極良食
味品種。高温
登熟性に優
れ、倒伏しに
くい。

◆Ｈ２ 年度
出願公表

「くまさんの輝き」

〇目標面積

米

〇作付面積

〇作付面積 〇作付面積

〇作付面積
〇作付面積

〇作付面積

〇目標面積
〇栽培面積 年度末

※「 」内は、品種名・系統名、

他は商標又は愛称
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くまもとの農業

ナシ「秋麗」の摘果作業の
労力軽減

不知火（デコポン）
こはん症低減技術の開発

酒米「華錦」の増収技術

２ 稼げる農業を目指した革新的な生産技術の開発

３ 環境にやさしい農業を推進する技術の開発

◆バンカーサイロの活用による
効率的な調製技術を開発

◆せん定後の除芽により摘果作
業時間を削減する技術を開発

◆夏秋期の土壌水分管理による
こはん症低減技術を開発

◆被覆尿素肥料の全量基肥による
華錦の増収技術を開発

◆涼風の泥染めにおける染土
使用量低減技術を開発

◆白黒マルチの活用による収量、
品質の安定化技術を開発

ＷＣＳ用イネの効率的な
調製技術

イチゴ「ゆうべに」の
収量及び品質の安定化

いぐさ「涼風」における
染土使用量の低減

牛ふん堆肥中のリン酸
カリで化学肥料を減肥

◆堆肥中のク溶性リン酸とカリ活用
による化学肥料代替技術を開発

ナシのモザイク症状
発生軽減技術

天敵を利用したチャトゲ
コナジラミ防除技術

◆チャトゲコナジラミの天敵で
あるシルベストリコバチを用
いた防除技術の利活用を推進

◆疫病汚染圃場で良好に生育する湿地性
カラー。仏炎苞は純白で、茎は細く、
品質が優れる。◆ 年度品種登録

〇作付面積 ホワイトトーチ

ホワイトスワン

花き

ホワイトトーチ ホワイトスワン

◆肉質、肉量、ばらの厚さ
が優れた黒毛和種種雄
牛

◆ 年度選抜

◆脂肪交雑、ロース芯面積、
ばらの厚さが歴代トップ
の検定成績で、質・量と
も期待できる褐毛和種種
雄牛

◆Ｈ ９年度選抜

畜産

「平
ひら

茂
しげ

幸
ゆき

」「春山
はるやま

栄
さかえ

」

◆ニセナシサビダニが関与する
モザイク症状の薬剤防除によ
る被害軽減技術を開発

シルベストリコバチ
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くまもとの農業

◇普及活動の事例紹介

○県内には約２００人の普及指導員等が、県庁と各広域本部農業普及・振興課に勤務して

おり、農業生産法人の育成や新品種・新技術の導入による生産性の向上など地域農業の

発展を支援しています。

○また、県庁農業技術課には、より専門的な知識を持つ農業革新支援専門員が、野菜、果

樹、経営等の専門分野ごとにおり、地域の普及指導員と連携した農家の支援活動を行っ

ています。

農業の普及活動

① 地域農業を支える自立した地域営農法人の育成（菊池地域）

② 儲かる農業の実現と産地維持強化に向けた取り組み（天草地域）法人設立に向けた集落座談会

菊池地域では、農業者の高齢化に伴う担い手の確保・育成、土

地利用型農業の省力・低コスト化の実現が急務となっています。

このため、農業普及・振興課では、 年度から低コスト稲

作生産に向けた営農組織再編や農地集積の加速化、地域営農法人

の設立支援を強化し、 年度には の地域営農法人が設立

しました。しかし、後継者の育成や栽培技術向上、機械施設整備

など課題を抱えた法人もあります。

そこで、市町・ＪＡと体系的に法人支援体制を整備し、管内の

全法人を対象に運営状況のヒアリング、課題解決のためのワーク

ショップ開催、経営改善のための新規作物導入検討や展示ほ設置

等、持続可能な地域農業の受け皿となる組織づくりに向けた支援

をしています。

いぐさ普及指導室では、県農業研究センターで育成された栽培

しやすく多収型の早刈品種「涼風」導入を図るため、普通刈品種

「ひのみどり」との作期分散体系の確立と中級品「優」クラスの

「涼風」畳表生産拡大を目標に普及活動を展開しました。

具体的には苗配布前の事前説明会や施肥管理等に重点を置き、

小単位で現地研修会を開催し、農家への理解促進に取組みました。

また、「涼風」の加工研修会や小単位での加工講習会を開催し、

農家の畳表加工技術向上に取組みました。

この結果、「涼風」は産地面積の半数近くに栽培され、 割以上

の優品率となっており、農家の所得安定につながっています。

法人経営者に経営研修とワークショップを

実施し、各地の課題を議論・発表

③「涼風」元年！いぐさ・畳表の未来に向けて、新たな挑戦（いぐさ普及指導室）

天草地域では、農業普及・振興課とＪＡが連携し、指導能力向上

により効率的・効果的な産地指導が行えるようプロジェクトチーム

を組み、地域の基幹品目を対象に営農支援活動を展開しています。

このチームでは、支援対象者を選定し、生産・販売状況等から経

営分析等を行い、各経営体の課題検証や支援方法を定期的に検討し

ています。その後、農業者が「気づき」「考え」「実践する」よう個

別面談を行い、所得向上につなげる活動をしています。

このことで、農業者自らが課題に気づき、目標が明確化したこと

で経営改善に積極的に取り組む姿勢が見受けられるようになり、生

産物の単価向上につながるなど効果が出てきています。
基幹品目「トルコギキョウ」現地指導

涼風の事前説明会
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くまもとの農業

農政施策の推進や地域農業課題の解決を図るため、今後、活用が期待される新技術や新品種等の

普及を目指し、農業革新支援専門員が核となって地域の農業普及・振興課と連携して「重点プロジ

ェクト活動」を展開しています。次の事例を含め、１３課題に取り組んでいます。

水田の有効活用と飼料自給率の向上をはかるため、飼料

用米の畜産での利用を推進しています。籾米を粉砕して

サイレージ化したもの、それらを原料として発酵させた

ＴＭＲを牛へ給与する技術について、研究機関で得られ

たデータを基に各地域で実証しながら技術普及に取り組

んでいます。

無側枝性で商品性が高い夏ギク黄色新品種の導入が現地

から求められていました。そこで、現地 鹿本、球磨 の

普及組織並びにＪＡと連携し、実証ほを設置し生産安定

技術の確立に取組み、栽培マニュアルを作成するととも

に新品種の普及・定着と栽培面積の拡大に取り組んでい

ます。

飼料用米の生産と利用技術の推進について

夏ギク黄色新品種の生産振興について

◆農業革新支援専門員を核とした重点プロジェクト活動

革新支援専門員や普及指導員が取り組むプロジェクト活動での情報共有や、リアルタイムな意見交

換による高度な技術支援を迅速に行うとともに、災害発生時の被害状況の速やかな把握と被害に対す

る細かな指導などに活用しています。

また、現地での調査結果や指導資料をクラウド上で管理し、生産現場での指導内容に応じた資料を

提示し、ときには動画や画像で説明するなど、より効果的な普及活動を行っています。

◆ （ ）を活用した普及活動の展開

普及指導員と農業革新支援専門員

とのやり取りで病害虫診断

災害等による被害（写真）の共

有化で速やかな状況把握

生育調査結果を関係機関と

迅速に共有し、指導に活用
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くまもとの農業

２―４ くまもと産のブランド力向上と販路拡大

◇くまもとの農産物の認知度向上・販路拡大を目指した取組み

◇畜産 の推進

年東京オリンピック・パラリンピック

競技大会における食材調達基準の公表をきっか

けとして、畜産物についても 認証取得に

向けた関心が高まっています。

調達基準に適合するＪＧＡＰやＧＡＰ取得チ

ャレンジシステム認証取得推進のため、関係機

関と連携して熊本県畜産ＧＡＰ推進協議会を設

立しました。畜産ＧＡＰの推進により、生産性

の向上と県産畜産物の生産拡大・販路拡大を目

指しています。

○畜産 の普及・推進を行っています。

○くまもと産農産物の認知度向上のため、平成２４年度から「くまもとの赤」を基調とし

た情報発信やＰＲを進めています。

○平成２９年度の「くまもとの赤」の認知度は前年度から１．５ポイント上昇し、２９．

８％になりました。また、「くまもとの赤」の加工品登録も３３７品に達しています。

○大都市圏の量販店等と産地見学会や熊本フェア等を通じて連携を強め、量販店への商品

提案や消費地への情報発信、消費地の情報収集を行いながら販路拡大を図っています。

○少量でも魅力ある農産物（小ロット農産物）の販路開拓を図るため、食材の供給拠点と

なる直売所等を核として、大都市圏への新たな流通ルートの構築及び継続的な取引に

繋げる取組みをサポートしています。

0.0
5.0

10.0
15.0
20.0
25.0
30.0
35.0

「くまもとの赤」認知度調査

フェアの実施（ ２月、東京）

事業者向けスキルアップセミナー（１１月、熊本） 実需者向け見本市（２月、大阪）
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くまもとの農業

◇県産農産物輸出拡大に向けた取組み

○平成２８年度の我が国の農林水産物の輸出額は、約７，５０２億円で、前年よりわず

かに増加しました。

〇熊本県の平成２８年度の農林水産物の輸出実績は約４８億６千万円となり、前年度よ

り約１２％増加し、このうち、農産物輸出実績は約５億７千万円で、前年度より４％

増加しました。

〇熊本地震の影響が懸念されたものの、アジアや北米向けを中心に主力品目の牛肉やイ

チゴが順調に増加しています。また、新たに牛肉は、シンガポールやカナダへも輸出

を開始し、今後の増加が見込まれます。

〇県では、更なる輸出拡大に向け、生産者・生産者団体の輸出活動を支援するとともに、

成長著しいアジア・アセアン地域の活力を取り込むため、平成２５年４月にはシンガ

ポールに「熊本県アジア事務所」を、平成２７年９月には香港に「くまもと香港事務

所」を設置し、本県農林水産物の輸出促進の支援等を行っています。

輸出先 品目 金額 対前年度比

牛肉

イチゴ

甘藷

トマト

その他

牛肉

米

その他

牛肉

甘藷

米

その他

その他 牛肉他 －

合計

平成28年度

アメリカ

シンガポール

香港

主な県産農産物の輸出実績（熊本県）

（資料）財務省「貿易統計」を基に農林水産省で取りまとめ （資料）県農林水産部取りまとめ（関係団体等からの聞き取りによる）

（資料）県農林水産部取りまとめ

（関係団体等からの聞き取りによる）

香港国際マラソンでの

県産トマトＰＲ

（百万円）

（金額：千円）

Ｈ１６Ｈ１７Ｈ１８Ｈ１９Ｈ２０Ｈ２１Ｈ２２Ｈ２３Ｈ２４Ｈ２５Ｈ２６Ｈ２７Ｈ２８

農産物輸出額の推移

ＥＵ・北米・中東等

アジア

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28（年） （年度）

（百万円）
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くまもとの農業

◇県産畜産物の輸出拡大

本県では、畜産物の輸出は牛肉及び豚肉を中心に、

年々拡大しており、特に、県と農業団体が出資する（株）

熊本畜産流通センターは、平成 年度から 年度

にかけて、高度な衛生管理を実現する最新の食肉処理

施設の整備を実施し、これまでに北米、東南アジアを

中心に カ国の輸出認定を取得しています。

また、全国でも事例が少ないハラール処理牛肉の生

産を行うゼンカイミート（株）は、インドネシアやマ

レーシアなどの輸出認定を取得しており、県において

も、現地での商談会や和牛セミナーの開催を支援する

など、イスラム圏への輸出拡大を進めています。特徴

ある地鶏「天草大王」なども含め、引き続き、県産畜

産物の輸出拡大を支援していきます。

◇６次産業化等の推進に向けた取組み

農産加工の取組みとして、くまもと「食」・「農」アドバイザー小泉武夫氏による評価

会等を各地で開催したほか、高度な衛生管理施設整備への支援（補助）や研修会、交流

会等を開催しました。

○くまもとの畜産物のブランド力を活かし、輸出拡大に向けた取組を推進しています。

○県は、これまで農産物の 次産業化や農商工連携など、農産物の高付加価値化に向け

た取組みを進めてきました。

○平成 年からは「くまもと『食』･『農』アドバイザー」の小泉武夫氏 東京農業大

学名誉教授 を活用した評価会や加工セミナー等を実施しています。また、農林水産加

工品等の開発・改良等を実施するグループ等への活動費等の補助を行っています。

○加えて、熊本６次産業化サポートセンターと連携し、６次産業化・地産地消法に基づ

く総合化事業計画の認定や認定事業体の計画達成に向け、研修会や交流会、きめ細や

かなプランナー活動等を行い、県内の６次産業化を進めています。

○本県の農産物加工や直売所など農業生産関連事業の年間販売金額は、前年から７６億

円増加し約７５７億円（Ｈ２７年度）、全国では５位となっています。

9.9
14.9

24.09.5

13.5

19.8

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

H26 H27 H28

輸出金額（百万円）

輸出量（ｔ）

豚肉の輸出量の推移（熊本県）

123.1

235.2

318.4

19.7

39.2
44.3
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5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0
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0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

H26 H27 H28

輸出金額（百万円）

輸出量（ｔ）

牛肉の輸出量の推移（熊本県）

マレーシア（日系百貨店）に

おけるハラール牛肉の販売状況
ハラール牛肉のＰＲ状況

交流会の実施（７月） 首都圏での 活動 月
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くまもとの農業

◇くまもと県南フードバレー構想の推進

■商品開発の支援

アグリビジネスセンターの加工機器を活用した商品開発支援や事業者間のマッチ

ング等に加え、新たに加工施設の衛生管理実態調査及びアドバイザー派遣や商品情

報シートのブラッシュアップセミナーを開催し、売れるものづくり支援を行いまし

た。

また、バリューチェーン構築を目指すモデル性の高い取組みには、関係機関や外

部人材等と連携して商品開発等の加速化を図りました。

平成２ 年度対応件数：５９３件 ～３

（電話６８／相談１３６／設備利用２３８／依頼分析 ／視察２８／訪問相談１２２）

・事業者の商品試作や研究開発支援

商品化数： 商品

（菊芋茶／青トマトカレー／みかんワイン）

・商品開発や販路開拓に向けた事業者間のマッチング支援

マッチング事例： 事例

（くねぶのお酒：地域事業者と酒造事業者などとの連携）

・関係機関、外部人材と連携したビジネスモデル創出支援

プロジェクト事例： 事例

（ やつしろの吉野梨を使った商品開発など）

■フードバレー構想の加速化に向けた取組み

県では、構想の実現への加速化を図るため「くまもと県南フードバレー推進協議

会」と連携し、個別商談会やバイヤーとのマッチング、ＥＣサイト（ＶＩＳＩＴ熊

本県食）の充実などに取り組み、新たな販路獲得に繋げています。

また、産地イメージの浸透、売れるモノづくりや販路拡大を目的とした「ご当地

グルメ」の開発や販売、農林水産物のＰＲを目的として県南地域の飲食店・販売店

を「県南フードバレー応援店」として登録するなど、同構想の推進を図っています。

更に、九州産交グループが平成 年 月に設立した地域商社「㈱ＫＡＳＳＥ Ｊ

ＡＰＡＮ（カッセ ジャパン）」と連携し、同社の持つ専門的知見やネットワークを

活用したフードバレーブランド「ＲＥＮＧＡ（レンガ）」商品の開発や新たな販路開

拓に向けた取組みを進めています。

○平成 年 月に策定した「くまもと県南フードバレー構想」の推進に向け、中核施

設として整備した「フードバレーアグリビジネスセンター」では、生産者や消費者の

ニーズをくみ上げながら、商品開発（加工）から販売（流通）まで一貫した支援体制

を整え、バリューチェーンを視野に入れた“売れるものづくり”の支援を行っていま

す。

菊芋茶

吉野梨を使った

ヨーグルト

県南商品見本市 熊本県食 オリジナル商品
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◇地産地消の推進に向けた取組み

平成２９年度は、食・農ネットワークとの共催により「 春 地産地消のつどい」

を開催し、県内で活躍する生産者や事業者の地産地消に関する取組みを紹介する等、消費

者との交流の場づくりに取組みました。

また、地産地消をＰＲする販促物（チラシ、エコバッグ、マグネット）を新たに作成し、

各種イベント等を通じて広く配布することにより地産地消の気運醸成に取組みました。

◇ふるさと食の名人の取組み

■ＤＶＤ「次世代に伝えたいくまもとの味遺産」（くまもと食の技映像記録）作成

ふるさと熊本の食文化や郷土料理を後世に引き継ぐため、平

成２８年度及び２９年度に食の技映像記録ＤＶＤ「次世代に伝

えたいくまもとの味遺産」を作成し、食育活動の教材用として

関係機関へ配布しました。

■「くまもと食文化アドバイザー」の設置

平成２８年度から土山憲幸氏に「くまもと食文化アドバイザー」として、本県の食文化

継承のために指導・助言をいただいています。

◇ブランドマークの商標登録

食の名人のブランド化による差別化を図り、郷土料理や農産

加工等についての技術を地域内発型ビジネス展開していくため、

平成２３年度に作成したブランドマークのさらなる活用と権利

保護を目的に、平成２９年度に商標登録を行いました。

○平成２１年３月に制定された「くまもと地産地消推進県民条例」に基づき、県内で生産

された農林水産物への県民の皆さんの理解を深め、郷土愛を育むとともに、地域で積

極的に消費することによる地域活性化の取組みを進めています。

○具体的には、生産者から消費者まで地産地消に関わる幅広い関係者による組織である

食・農ネットワークの運営支援や、独自に地産地消に取り組む飲食店等を「地産地消

協力店」として指定し、県の地産地消サイト等を通じてＰＲする取組み、また、学校

給食での県産食材の活用促進を通じて、子どもたちの郷土愛を育む事業等に取り組ん

でいます。

○平成１３年度から、熊本の郷土料理について卓越した知識、経験、技術を有し、伝承活

動に取り組んでいる人を「くまもとふる さと食の名人」に認定しています。

○県下全市町村の３１５名（平成２９年度）の名人さんが、地域での食文化伝承活動や地

産地消・食育の推進、農産加工等の地域産物の利活用促進に取り組んでいます。

○「くまもとふるさと食の名人」が作る美味しい料理は、県内の道の駅やファーマーズマ

ーケットなどで味わうことができます。

エコバッグ マグネット チラシ

「地産地消のつどい」講演会の様子

次世代に伝えたいくまもとの味遺産

Ｖ 、
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２―５ 中山間地域における収入づくりと担い手づくり

平成２９年度　モデル地区選定一覧

番号 市町村名
モデル
地区名

番号 市町村名
モデル
地区名

① 熊本市 吉次 ⑧ 八代市 鶴喰

② 美里町 涌井・豊富 ⑨ 八代市 五反田

③ 和水町 板楠小原 ⑩ 八代市 泉西部

④ 山鹿市 岳間 ⑪ 山江村 万江

⑤ 菊池市 菊池佐野 ⑫ 水俣市 薄原・深川

⑥ 高森町 草部南部 ⑬ 天草市 立原

⑦ 山都町 入佐 ⑭ 上天草市 教良木

◇中山間地域における収入確保のモデルづくり

中山間地域は、傾斜地で狭い農地が多いなど生産条件が厳しく、平坦地域の農業との競

争に厳しい面があるとともに、過疎化、高齢化に伴う、担い手の不足は地域全体の衰退に

つながってしまいます。

このため、中山間地域農業の振興のため、県においては、本庁、地域段階において「中

山間地域農業支援プロジェクトチーム」を設置し、（１）「柱となる所得の確保」（２）「担

い手確保」（３）「農地基盤整備と集積」の３つの柱を一体的に進めるため「中山間農業モ

デル地区支援事業」を県独自の事業として創設し、取組

みをはじめました。

○県内に１４のモデル地区を設定

本庁、各地域のプロジェクトチームが連携し、各地域

から特色のある地区が提出され、平成２９年度において

は１４のモデル地区を設定、平成３１年度までに３３地区の

設定を目指しています。

モデル地区では、法人組織の作業効率を高める区画拡大や、

高単価が見込める作物導入のためのハウスや暗渠排水の整

備、栽培技術や新規雇用の支援や、農家レストラン等の都市

と農村の交流を促進し、農業と関連した多様な収入増に結び

つけるノウハウ、地域の魅力を発信する方策などソフト、ハ

ード両面での支援を行うこととしています。

○ビジョン実現にむけた取組着手

設定された各地区においては、地域自らの話し合いによる

「モデル地区農業ビジョン」が作成されており、作成が完了し

た７地区のうち４地区についてはビジョン実現のため、区画拡

大などの簡易な基盤整備、高単価作物導入のための簡易ハウス

整備、農業機械の導入などの支援を実施しています。

○支援策の見える化

モデル地区はそれぞれに違った魅力や可能性を持っており、

ビジョンの実現にあたっての課題も異なってきます。このため

活用可能な施策をパッケージし「見える化」するため「中山間

地域農業支援策の逆引き集」を作成しました。

○中山間地域でも特に条件が厳しいものの、意欲のある地域において、集落内での徹底的

な話し合いによる「モデル地区農業ビジョン」を作成し、そのビジョン実現に向けて必

要な取組みに対する支援を始めています。

Ⅱ 中山間地域等における持続可能な農村づくり

２―１ 農地集積と水田フ活用

除礫作業（自力施工）状況

24

くまもとの農業 2018



くまもとの農業

２―６ 地域資源を活用した中山間地域等の振興

◇都市農村交流の取組み

むらの多様な地域資源を活用した、いわゆる“グリーン・ツーリズム”

の取組みを支援するため、フットパス等のランブリング情報を取りまとめ

て 冊子を作成するとともに、インターネット上で情報発信しました。

また、インバウンドに対応する取組みとして、外国人旅行客向けの情報

をまとめた冊子を作成し、情報発信を行いました。

更なる農山漁村の活性化を図るため、引き続き取り組みを進めます。

◇豊かな資源を活かした農観連携へ

農山漁村の豊かな地域資源と観光需要を結びつける

農業と観光の連携が広がっています。

そこで、中山間地域における農作業や伝統文化に関

する体験を含む「観光商品化」に向けた地域資源の調

査と観光商品の試行と分析を行いました。

今後も観光商品化に向けた調査と試行を行い、中山

間地域の集落と都市住民を結びつける「農業と観光の

連携した取組み」を進めます。

◇農福連携の拡大に向けて

庁内の関係部局が連携して福祉と農業が各々抱える

課題を共有しその解決を図る取組みを創出する「農福

連携推進会議」を設置しました。

農業者と福祉施設等の連携により、中山間地域等の

多面的機能を活かした補助事業等により、障がい者に

よる野菜の定植や収穫などの農作業体験等を支援し、

農業分野への就労やリハビリなど、農業と福祉の連携

を進めます。

また、農業者や福祉施設等の職員を対象とした人材

育成塾では、農福連携が進んでいる農業経営体や福祉

施設の現地研修会を開催しました。

○特徴的な農産物、美しい景観、郷土食、文化、自然など、数多くの地域資源（宝）を生

かした都市農村交流の取り組みを推進しています。

○また、農と福祉が連携した取り組みを行うことにより、中山間地域等における保全活動

の活性化が期待されることから、地域住民の意識向上及び保全対策の啓発・普及に関す

る取組みに対して支援を行っています。

（英語・韓国語・中国語に対応した冊子を作成しました。）

福岡の都市住民による
ダイコン収穫体験

障がい者が農作業を行う
トマトハウスの視察
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２―７ 次世代へ豊かな農村社会や環境の継承

◇むらづくりの核となる多様な人材の育成と応援活動の推進

平成２９年度は、むらづくり人材の総合力をはぐくむことを目的として、移住定住や、

次産業化等の先進事例の現地視察や、ファシリテーションやデザイン、広報戦略といった、

個人スキル育成等の幅広い内容の研修を実施しました。

また、昨今注目を集めている「農と福祉の連携」の研修を実施し、人手不足に悩む農業者

や農業に挑戦したい福祉施設関係者等が多数参加しました。

◇未来へつなげる地域活動へ（くまもと里モンプロジェクト）

農林水産業や農山漁村の多面性をさらに発揮させるため、 つのテーマに沿った

住民主体の幅広い地域活動を支援しています。平成 年度から平成 年度の

年間において、 件の様々な取組みが県内各地で展開されました。

引き続き、このような各地域での地域活性化に向けた取組みを支援します。

○持続可能な農山漁村をめざして、農山漁村の美しい景観の保全・継承や地域の農耕文化

や地域コミュニティの維持・創造、地域の資源を活用した地域の活性化など、様々な地

域の人々や関係団体が連携して地域資源を保全する取組みを支援します。

○農山漁村地域において、地域資源を生かしたむらづくりに関する取組みを企画・実践する

人材（むらづくりコーディネーター）の育成に向けて、講義、演習等の座学と現地研修を

中心とした講座を開催しています。

①美しい景観の保全、創造

（ひまわり等の植付けによる休耕地の景観整備）
③地域資源を活用した内発的産業の創造

（地域資源を活用した特産品の開発）

②文化・コミュニティの維持、創造

（存続の危機にあった伝統芸能の再興）

③地域資源を活用した内発的産業の創造

（ランニングコースの作成、試走会の開催）
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平成 年度九州各県の取組状況

県名 取組件数
取組面積 （参考）

市町村数

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

計

農林水産省（平成 年 月速報値）

◇世界農業遺産の取組み

東京では、国内世界農業遺産認定地域（８県）と連携し、各地域の特産品販売やくまモン

や各地域のゆるキャラたちと一緒に世界農業遺産の を行いました。福岡においては、小

国町や南阿蘇などの商品を販売するほか、ステージではくまモンと一緒にクイズ大会を行

い、多くの方に参加いただきました。

今後も、阿蘇地域世界農業遺産や阿蘇地域の農産物等の魅力を伝え、農産物の付加価値向

上や観光客の増加など認定効果を最大限に発揮するため取組みを行い、阿蘇地域農業の振興

を図っていきます。

◇環境保全型農業の取組みを支援

平成２３年度から「環境保全型農業直接支援

対策」が始まり、化学肥料や化学合成農薬を通

常の半分以下に減らす取組に加え、地球温暖化

防止や生物多様性の保全に効果の高い取組を支

援（環境保全型農業直接支払）しています。

本県では、鹿本・上益城・天草地域を中心に

（平成 年３月速報値）で取組が

あり、全国では 位となっています。取組内

容としては、 （総合的病害虫・雑草管理）

が全体の約３ ％、次いで有機農業が全体の

約 、となっています。

◇籾米サイレージの利用拡大

中山間地域の天草や玉名地域等において、籾米サイレージをつく

って、餌として肉用牛繁殖雌牛に与えるなど飼料用米の利用拡大を

進めています。

配合飼料価格が高止まり（約６０円 ㎏）する中、これに代わる

飼料を安く確保・利用する仕組みが必要となっています。

このため、当地域では、籾米を破砕し、水分

を約３０％に調製し、フレコンバックに詰め

て、発酵させて、屋外に保管し、繁殖雌牛に与

える取組みを推進しています。

○阿蘇地域は、 年 月に「阿蘇の草原の維持と持続的農業」が世界農業遺産に認定

されました。県では、阿蘇地域世界農業遺産や阿蘇地域の食等の魅力を広く発信するため

に、県外（東京・福岡等）においてＰＲを行いました。

ステージイベント（東京） 特産品の販売（福岡）
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小学生を対象としたイベントによる発信

◇地下水と土を育む農業の推進

１．県民と協働した県民運動の展開

農業による地下水かん養を始めとした農

業者等の環境に配慮した農業の取組み等に対

し、消費者や企業等の理解を進め協力が得ら

れるとともに、消費者が地下水と土を育む農

産物であると認識して入手できるような仕組

みの整備や、企業、団体、市民グループ及び

学校教育等と連携して、地下水と土を育む農

業についての啓発を行うなど必要な情報発信

と啓発活動を行います。平成 ９年度はグリ

ーン農業応援宣言２１，５５５件、販売店舗

数１３７店舗となりました。

２．くまもとグリーン農業による土づくりを基本とした化学肥料・農薬の削減推進

農業者へのくまもとグリーン農業の周知

を推進するとともに、農業者が実施する土づ

くり、土壌分析や化学肥料・農薬削減技術導

入の支援を行います。

また、生産振興対策、新規就農対策、環境

保全型農業直接払等を活用し、くまもとグリ

ーン農業に取り組みやすく、化学肥料・農薬

をより削減しやすい環境を整えます。

平成２９年度には、グリーン農業生産宣言

者は２０，３７４件になりました。

３．家畜排せつ物を使用した良質な堆肥の生

産と広域流通の推進

家畜排せつ物の適正な管理はもとより、耕

種農家が使いやすい良質な堆肥を生産し、畜

産が盛んな地域とくまもとグリーン農業に取

り組む地域が手を結び堆肥を広域に流通させ

ることにより、県全体で堆肥を有効利用を進

めます。併せて、稲わらと堆肥の交換や、堆

肥散布作業の受託などの耕畜連携により､く

まもとグリーン農業に取り組む農業者の土づ

くりを推進します。

平成２８年度には､堆肥の広域流通７０，

６２３ｔとなりました。

○平成２７年４月に施行した「地下水と土を育む農業推進条例」及び「地下水と土を育

む農業の推進に関する計画」に基づき、「地下水と土を育む農業」を総合的かつ計画

的に推進しています。

くまもとグリーン農業農産物マルシェの開催

良質堆肥の生産への取組み

（堆肥コンクール）

28

くまもとの農業 2018



くまもとの農業

耕作をしない時期の水田への水張り

４．飼料用米等の作付拡大や湛水等水田の有効活用の推進

米の消費は減少傾向にあり、主食用米の生産拡大が

望めないことから、水田の有効活用のために、飼料用

米等の非主食用米等の生産を拡大します。

特に地下水の利用が多い熊本地域の水田の積極的な

活用による地下水かん養について、くまもと地下水会

議の提言等とも整合性を図りながら対策を進めていき

ます。

白川中流域では土地改良区や企業等との協力により、

平成２９年度は４４９ｈａの涵養に取り組まれています。

５．地下水と土を育む農業を支える試験研究及び技術の普及

地下水と土を育む農業を着実に推進するために、一層

の効果的な施肥、堆肥の利用促進、水田の利用拡大、地

下水のかん養などにつながる試験研究に取り組むととも

に、施策の効果を見極めるため土壌と地下水のモニタリ

ング調査の継続等に取り組んでいきます。

また、県内大学等と連携し調査・研究を進めるととも

に、地下水と土を育む農業を支える技術を普及します。

平成２９年度は、県内大学と３課題を委託して実施し

ました。

◇くまもとグリーン農業

土づくりを基本に化学肥料・農薬を削減する農業など環境にやさしい農業を「くまもと

グリーン農業」として推進しています。また、グリーン農業に取り組む生産者には「生産

宣言」を、選んで・買って・食べていただく消費者やグリーン農業農産物を売ったり、レ

ストランで使ったりする企業には「応援宣言」をしていただき、「くまもとグリーン農業」

を広める取組を実施しています。

生産宣言を行った農業者等がその取り組み内容（制度）に応じて農産物にくまモンとク

ローバーのマークを使用することができます。クローバーの緑色が多いほど化学肥料や化

学合成農薬の使用削減が進んでいます。

硝酸性窒素の地下への浸透状況調査分析

（熊本大学）

環境に

やさしい農業

化学肥料・化学合

成農薬などを減ら

す環境にやさしい

技術を導入

特別栽培

農産物

化学肥料由来窒素

及び化学合成農薬

を慣行栽培より

以上削減

有作くん

化学肥料由来窒素

及び化学合成農薬

を慣行栽培より

以上削減

有作くん

有作くんのうち、化

学肥料及び化学合

成農薬を栽培期間

中に不使用

法

有機農産物

作付の２年以上前

から化学肥料及び

化学合成農薬を不

使用

エコ

ファーマー

化学肥料由来窒素

を 以上減ら

し、化学合成農薬

も削減
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◇「えづけＳＴＯＰ！」を軸とした地域ぐるみの鳥獣被害対策の広がり

本県では、野生鳥獣による農作物被害の原因は、農地や集落で無意識に行われている鳥

獣への「えづけ」にあり、その「えづけ」を止める「えづけＳＴＯＰ！」を基本に取組み

を進めています。

平成２３年度から、専門家の指導に基づき、正しい対策についての啓発普及や人材育成

に取り組むとともに、実践地域の育成を図ってきました。その結果、平成２７年度鳥獣被

害対策優良事例表彰で農林水産大臣賞を受賞した「あさぎり町松尾集落」など、県内のモ

デルとなるような地域も誕生してきました。

平成２９年度は、２月を鳥獣被害防止対策強化月間と新たに設定し取組みを強化しまし

た。期間中は、２月５日に開催した「えづけＳＴＯＰ！決起集会」やキャラバン隊による

現地巡回指導、ポスターを作成し啓発活動などを行い、着実に取り組みは広がっています。

えづけＳＴＯＰ！決起集会 キャラバン隊による現地指導 鳥獣被害対策啓発

ポスター

◇くまもとジビエのブランド化と利用拡大に向けた取組み

平成２４年１１月に、県内の処理加工施設や飲食

店、行政機関等からなる「くまもとジビエ研究会」

を設立し、消費拡大・販路開拓、流通体制の整備、

衛生管理向上等に取り組んできました。

毎年恒例となった「くまもとジビエ料理フェア」

では、参加店舗数が５０店舗（平成 年度）とな

るなど、実需者の関心も高まっており、良質ジビエ

の供給体制も整備されつつあります。

平成２８年度には、くまもとジビエ研究会の取組

が評価され、鳥獣被害対策優良事例表彰において、

農林水産大臣賞を受賞、平成 年度には「ディス

カバー農山漁村の宝」にも選定されました。

さらに、平成２９年度は、当研究会が核となった

「くまもとジビエコンソーシアム」が設立され、「く

まもとジビエ」ブランドの確立に向けた取組みが更に加速化しています。

○イノシシやシカなどの野生鳥獣による農作物被害を軽減するため、被害対策についての

正しい学習をし、地域住民が主体となって生息環境整備、被害防除、有害捕獲等の総合

的な対策に取組む「地域ぐるみの鳥獣被害対策」を推進しています。

○有害捕獲等により捕獲したイノシシやシカの肉を、「くまもとジビエ」として有効活用

し、地域の特産化による地域活性化に取り組んでいます。

「くまもとジビエ

研究会」ロゴマーク
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３－１ 本 県 の 概 要 ・ 農 業 の 概 要

くまもとの農業

第３章 本県農業の姿 ～各種統計データから～

気温 9.9℃
日照時間 1,550.9時間
降水量

阿蘇山

気温 ℃
日照時間 時間
降水量

人　吉

気温 ℃
日照時間 時間
降水量

牛　深

気温 ℃
日照時間 時間
降水量

熊　本

●

●

●

●

１ 熊本県の概要 ２ 熊本の気象

３ 農業の概要

熊本県及び国の各種指標に占める農業の割合

○ 熊本県は、世界最大級のカルデラを有する阿蘇や、美しい島々からなる天草に代表される素晴ら

しい自然にあふれています。また、阿蘇山、九州山地に源を発する菊池川、球磨川などの一級河

川や豊富な地下水など、水資源にも恵まれています。

○ 三方を山に囲まれているため、天草地方を除いて、全体的に内陸性気候であり、年平均気温は熊

本市で ℃前後、阿蘇地方で ℃前後となっています。また、年間降水量は平地で約

、山地で約 となっています。

○ このような豊かな自然の恵みを背景に、米、野菜、果樹、畜産をはじめ、多彩な農産物が栽培さ

れています。これらの安全安心な熊本の農産物は、世界に誇れる私たちの大切な「宝」です。

○ 農業生産の主要な担い手で

ある認定農業者数は全国第

位、基幹的農業従事者数

は全国第 位です。

○ 平成 ８年の農業産出額は

全国第 位、生産農業所得

は全国第６位です。

○ 全国第１位が７品目 いぐ

さ、宿根カスミソウ、すいか、

トマト、不知火類 デコポ

ン 、トルコギキョウ、葉た

ばこ があり、その他にも、

なす、しょうが、なつみかん、

くりなど、全国的にも上位を

占める品目が数多くありま

す。

（出典）

農林水産省「 年農林業センサス」、「作

物統計」、「生産農業所得統計」、総務省「国

勢調査」、「労働調査」、内閣府「国民経済計

算」、熊本県統計調査課「県民経済計算報告

書」 他

※主要農畜作物の収穫量の欄の「・・・」は、

主要産地県のみ調査されている作物。順位は

主産地県中の順位。

全国に占める熊本農業の地位

ｋｍ
２

千人

うち男 千人

うち女 千人

千世帯

5兆5,646 億円

うち農業 億円

県内総生産(H27)

世帯数(H29)

人口(H29)

面積(H28)

総生産に占める 世帯数に占める 県内就業者に占める 面積に占める

農業の割合(H27) 農家の割合(H27) 農業従事者の割合(H27) 耕地の割合(H28)

熊本県

全国

順 位 割合(%)

(27年) 千戸

千人

(27年) 千人

(29年) 千ha

田 面 積 (29年) 千ha

畑 面 積 (29年) 千ha

樹 園 地 (29年) 千ha

牧 草 地 (29年) 千ha

(28年) 億円

(28年) 億円
対主産県比

宿 根 カ ス ミ ソ ウ (27年) 千本 ･･･

す い か (28年) 千ｔ

ト マ ト (28年) 千ｔ

不知火類 デコポン (27年) 千ｔ ･･･
葉たばこ（販売量） (28年) 千ｔ

ト ル コ ギ キ ョ ウ (28年) 千本

な す (28年) 千ｔ

し ょ う が (28年) 千ｔ

な つ み か ん (27年) 千ｔ ･･･

く り (28年) 千ｔ

メ ロ ン (28年) 千ｔ

い ち ご (28年) 千ｔ

カ リ フ ラ ワ ー (28年) 千ｔ

乳用牛（飼養頭数） (29年) 千頭

うんしゅうみかん (28年) 千ｔ

肉用牛（飼養頭数） (29年) 千頭

千頭

ア ス パ ラ ガ ス (28年) 千ｔ ･･･

さ や え ん ど う (28年) 千ｔ

か ん し ょ (28年) 千ｔ ･･･

水 稲 (29年) 千ｔ

熊 本 県
熊本県の全国に占める

生 産 農 業 所 得

区 分 単 位 全 国 九 州

農 家 戸 数

認 定 農 業 者 数

基 幹 的 農 業 従 事 者 数

耕 地 面 積

農 業 産 出 額

(29.3月末）

うち褐毛和種（あか牛）

主

要

農

畜

産

物

の

収

穫

量

い ぐ さ (28年) 千ｔ
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くまもとの農業

３－２ 農 用 地

１．耕地面積

２．基盤整備率

□田の整備面積と整備率

の推移

□畑の整備面積と整備率

の推移

資料県農林水産部調べ

○耕地面積は、住宅その他の建物施設用地等への転用が進んでいることなどにより、緩やかな減少

傾向が続いています。

○田の区画整備済みの割合（整備率）は、平成 年度末現在で であり、整備が進んでき

ています。一方、畑については、 となっており、整備が遅れています。

□熊本県の耕地面積の推移 □耕地かい廃面積の推移

資料農林水産省「耕地及び作付面積統計」

注各項目の数値は表示単位未満を四捨五入しているため合計は一致しない場合がある。

※平成２９年から要因別調査廃止

単位 7年

工 場 用 地 〃

道路・鉄道用地 〃

宅 地 等 〃

農 林 道 等 〃

植林・その他 〃

小 計 〃

〃

〃

自然災害

人
為
か
い
廃

田畑転換

計

田 普通畑 樹園地 牧草地

37,664

37,940
38,064

38,217 38,258 38,319 38,352
38,440

64.1%

64.6%
64.8%

65.1% 65.1% 65.2% 65.3%

65.6%

63.0%

63.3%

63.6%

63.9%

64.2%

64.5%

64.8%

65.1%

65.4%

65.7%

66.0%

37,000

37,200

37,400

37,600

37,800

38,000

38,200

38,400

38,600

38,800

39,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

整備済み面積と整備率（田）

整備済み面積 整備率

(ha)

8,739 8,739 8,743

8,782

8,832 8,834 8,839
8,846

24.2% 24.2% 24.2% 24.3% 24.4% 24.4% 24.4%

24.9%

24.0%

24.5%

25.0%

25.5%

26.0%

26.5%

27.0%

8,700

8,730

8,760

8,790

8,820

8,850

8,880

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

整備済み面積と整備率（畑）

整備済み面積 整備率

(ha)
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５．農用地区域面積の推移

（資料）県農林水産部「確保すべき農用地等の面積の目標の達成状況に関する調査」

（注）その他とは、混牧林地、農業用施設用地、山林原野が含まれる。

各項目の数値は表示単位未満を四捨五入しているため、合計は一致しない場合がある。

○耕地利用率は、田畑合計で と前年度より ポイント上昇しました。

○農用地区域面積は、横ばい傾向にあります。

３．作物別作付面積 ４．耕地利用率

（資料 農林水産省「耕地及び作付面積統計」

注 各項目の数値は表示単位未満を四捨五入している

ため、合計は一致しない場合がある。

資料 農林水産省「耕地及び作付面積統計」

作物別作付面積の割合の推移 耕地利用率の推移

年

稲

麦類

野菜

果樹

工芸作物

飼肥料
作物

その他

年

田

田畑合計

畑
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○耕作を目的とした農地の売買や利用権設定による貸借等の新たに発生した権利移動（農地集積）は、

平成 年度から毎年 ～ 増加し、平成 年度は となりましたが、平成

年度は熊本地震の影響等により でした。

６．農地集積の状況

（資料）県農林水産部調べ

注）平成 年度から、「貸借権設定（貸借）」と「所有権移転（売買）」に加え、「特定農作業受委託」面積を含めた。

○農業経営基盤強化促進法による利用権設定について、借り手の状況を経営規模別にみる

と、１ 以上の大規模な経営体が全体の８～９割を占めています。

７．農業経営基盤強化促進法による利用権設定の状況

□農地の経営規模別賃借権設定面積

（ ）

（年）

以上 ～ ～ 未満

（資料）県農林水産部「農地権利移動・借賃等調査」 ※平成２７年からは調査を中止

８

総面積のうち
以上の経営体の占め
る割合

９２ １

８２

５

1,395 1,380
1,780

2,172
2,509

2,933

1,610

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

単位：ｈａ
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○耕作放棄地の解消に向けて、県や国の解消事業、企業による農業参入及び自己再生など、

多様な取組みが広がっており、平成 年度から２８年度までに の解消が図ら

れました。

○土地持ち非農家の所有農地については増加傾向にありますが、県・国の施策による農地の

有効利用の取組みにより、販売農家等の耕作放棄地は、平成１７年以降減少しています。

８．耕作放棄地面積及び解消面積の推移

○耕作放棄地解消面積（累計） ○耕作放棄地面積の推移

９．用途別農地転用面積の推移

単　位 7年

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

区　　　　　　　　分

住 宅 用 地

工 鉱 業 用 地

学 校 用 地

公 園 ・ 運 動 場 用 地

道 水 路 鉄 道 用 地

そ の 他 の 建 物 施 設 用 地

植　　　　　　　　林

そ の 他 ・ 不 明

合　　　　　　　　計

資料）県農林水産部「農地権利移動・賃借等調査」

注） 各項目の数値は表示単位未満を四捨五入しているため、合計は一致しない場合がある。

○ 農地転用面積については、平成 年に増加したものの、その後減少に転じ、平成 年

は前年度に比べ約 減少し、約 となっています。

（資料）県農林水産部調べ

（資料）県農林水産部調べ

（資料）農林業センサス（資料）県農林水産部調べ

66
269 375 468

831

1,199
1,412

1,747

2,109

98

153
269

360

419

460

499

553

581

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

市町村事業や自己再生等による解消 県・国事業による解消

164

421
644

828

1,250

（ha）

1,659

1,911

2,300

2,690
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１ 農家数

（１）主副業別農家数 （２）経営耕地規模別農家数

（資料）農林水産省「農林業センサス」、「農業構造動態調査」 （資料）農林水産省「農林業センサス」、「農業構造動態調査」

２ 農業就業人口、基幹的農業従事者数の推移

（資料）農林水産省「農林業センサス」、「農業構造動態調査」

○総農家数は全国的に減少しており、熊本県においても、平成 年は平成 年より

戸減少し、 戸となりました。一方、経営規模別にみると、 以上の農家は増加

するなど、経営の大規模化は進んでいます。

○農業就業人口は、後継者の減少や高齢化の進展によって減少傾向にあり、平成 年には

人となっています。また、基幹的農業従事者数についても減少傾向にあり、平成

年には 人となっています。

年

自給的農家

副業的農家
準主業農家

主業農家

（千戸）

準主業農家とは･･･

農業就業人口とは･･･

主業農家とは・・・

副業的農家とは･･･ 歳未満の農業従事 日以上の者が

いない農家（主業農家、準主業農家以

外の農家）

調査期日前１年間に「農業にのみ従事

した世帯員」及び「農業と兼業の双方

に従事したが、農業の従事日数の方が

多い世帯員」

農業所得が主（農家所得の 以上が

農業所得）で、 歳未満の農業従事

日以上の者がいる農家

農外所得が主で､ 歳未満の農業従事

日以上の者がいる農家

自給的農家とは･･･ 経営耕地面積が 未満かつ調査期

日前１年間の農産物販売金額が 万

円未満の農家

基幹的農業従事

者数とは･･･

農業に主として従事した世帯員（農業

就業人口）のうち、調査期日前１年間

のふだんの主な状態が「農業に従事し

ていた者」

年

以上

～

～

未満

自給的農家

（千戸）

３－３ 農 業 の 担 い 手

年

農業就業人口

基幹的農業従事者数

（千人）
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○農地所有適格法人は、経営基盤の強化を図るなどの目的から取組みが進み、増加傾向にあ

ります。特に、株式会社は、平成 年度末の６法人から平成２８年度は２０７法人と大

幅に増加しています。

○生産組織は、近年、総数としては横ばい傾向にありますが、その中で特に、地域営農組織

の法人数は年々増加しています。

○認定農業者数は、平成 年度に 万経営体を超え、その後は、横ばい状態が続いてい

ます。なお、平成 年度末は 経営体で、全国第 位の認定数となっています。

３ 農地所有適格法人の推移 ４ 生産組織数の推移

５ 認定農業者数の推移
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株式会社

株式会社（特例有限会社）

農事組合法人

その他（合資、合同等）

491
517

118

188

253

363

463

資料）農林水産部調べ

農地所有適格法人とは･･「農業経営を行うために所有権も含

めた農地の権利を取得できる

法人」のこと。株式会社（株式

譲渡制限会社に限る）、合名会社、

合資会社、合同会社、農事組合法人

の５形態がある。

生産組織とは・・・・・農作業受託や機械の共同利用など地

域の実情に即した生産活動を行う

組織のこと。

認定農業者とは・・・・農業経営基盤強化促進法に基づき、

計画的に自らの農業経営の改善を

図っていこうとする農業者が、おお

むね５年後を見通した「農業経営改

善計画」を作成し、市町村の認定を

受けた者をいう。

資料）県農林水産部調べ（数値は年度末時点）

資料）県農林水産部調べ

年度

地域営農組織 法人

地域営農組織 協業組織

受託組織

共同利用

（組織数）

年度

（法人）（経営体）

認定農業者数 うち法人経営体数

資料）県農林水産部調べ
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６ 新規就農者数の推移
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○ 平成 ９年度の新規就農者数は４６３人となり、前年より減少しました。

○ 平成 年度の青年農業者数は １６人となり、減少傾向が続いています。

○ なお、農業就業人口に占める農業次世代人材投資事業の対象年齢である４５歳未満（原則）

の割合をみると で、全国や九州と比べて若手農家の割合が高くなっています。

（資料）県農林水産部、県農業会議「青年農業者実態補完調査」
（注）青年農業者とは、１６歳から２５歳までの者で、

年間１５０日以上農業に従事しているもの。

（資料）農林水産省「 年農林業センサス」

（資料）県農林水産部、県農業会議「青年農業者実態補完調査」

9.2%
9.9%

11.3%

7.0%

8.0%

9.0%

10.0%

11.0%

12.0%

13.0%

14.0%

全国 九州 熊本

45歳未満

くまもとの農業

○農地所有適格法人は、経営基盤の強化を図るなどの目的から取組みが進み、増加傾向にあ

ります。特に、株式会社は、平成 年度末の６法人から平成２８年度は２０７法人と大

幅に増加しています。

○生産組織は、近年、総数としては横ばい傾向にありますが、その中で特に、地域営農組織

の法人数は年々増加しています。

○認定農業者数は、平成 年度に 万経営体を超え、その後は、横ばい状態が続いてい

ます。なお、平成 年度末は 経営体で、全国第 位の認定数となっています。

３ 農地所有適格法人の推移 ４ 生産組織数の推移

５ 認定農業者数の推移
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資料）農林水産部調べ

農地所有適格法人とは･･「農業経営を行うために所有権も含

めた農地の権利を取得できる

法人」のこと。株式会社（株式

譲渡制限会社に限る）、合名会社、

合資会社、合同会社、農事組合法人

の５形態がある。

生産組織とは・・・・・農作業受託や機械の共同利用など地

域の実情に即した生産活動を行う

組織のこと。

認定農業者とは・・・・農業経営基盤強化促進法に基づき、

計画的に自らの農業経営の改善を

図っていこうとする農業者が、おお

むね５年後を見通した「農業経営改

善計画」を作成し、市町村の認定を

受けた者をいう。

資料）県農林水産部調べ（数値は年度末時点）

資料）県農林水産部調べ

年度

地域営農組織 法人

地域営農組織 協業組織

受託組織

共同利用

（組織数）

年度

（法人）（経営体）

認定農業者数 うち法人経営体数

資料）県農林水産部調べ
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９．企業の農業参入数（累計）の推移及び経営面積の推移

○参入件数 ○経営面積

１０．家族経営協定数の推移

年度

（戸）

○企業参入について平成 年度末において、平成２１年度以降の 年間で 件の参入。

経営面積 となっています。

○家族経営協定は、毎年増加傾向にあり平成 年度には 戸となっています。
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（資料）県農林水産部調べ

（注）データは 年度末の数値

（資料）県農林水産部調べ

件

（資料）県農林水産部調べ
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３－４ 農 業 の 生 産

くまもとの農業

熊本県の農業産出額の推移

平成 年農業産出額順位表 農業産出額に占める品目別割合（平成 年

平成 年の品目別産出額（熊本県上位 品目

注順位欄の（ は、前年に比べ変動のあった品目の前年順位

○平成 ８年の農業産出額は３４７５億円で、前年 億円 に比べ１２７億円 ３８ 増加し、

全国第６位となっています。

○ 主な内訳は、野菜１３２１億円 構成比 ８ 、畜産１１４１億円 ３ 、米 ７７億円 、

果実３１４億円 ９ 、花き１０２億円 ３％ 、工芸８７億円 ％ 等となっています。

産出額
（億円）

北海道
茨城

鹿 児 島
千 葉
宮 崎
熊 本
青 森
愛 知
栃 木
群 馬

合計 全国 ―

都道府県順位
全国
シェア

順位 品目名 産出額 シェア 順位 品目名 産出額 シェア

トマト みかん
肉用牛 なす
米 すいか
生乳 いちご
豚 メロン

くまもとの農業

９．企業の農業参入数（累計）の推移及び経営面積の推移

○参入件数 ○経営面積

１０．家族経営協定数の推移

年度

（戸）

○企業参入について平成 年度末において、平成２１年度以降の 年間で 件の参入。

経営面積 となっています。

○家族経営協定は、毎年増加傾向にあり平成 年度には 戸となっています。
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（資料）県農林水産部調べ

（注）データは 年度末の数値

（資料）県農林水産部調べ

件

（資料）県農林水産部調べ
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３－５ 農 業 所 得

くまもとの農業

生産農業所得の推移

資料 農林水産省「生産農業所得統計」

注 パーセンテージは生産農業所得率（生産農業所得 農業産出額

○生産農業所得とは…

農業産出額から物的経費（減価償却費及び間接税を含む を控除し、経常補助金等を加算した額のこと。

なお、生産農業所得統計では、物的経費の積み上げによって算出するのが困難なため、便宜上、農業総産出額（農業産出
額 に所得率を乗じて推計している。

（農業粗収益－経常補助金等－物的経費
※生産農業所得＝農業総産出額×所得率＋経常補助金等 ※所得率＝

農業粗収益

農家所得の推移

資料 農林水産省「農業経営統計調査（営農類型別統計 」（ ～

○平成 ８年の生産農業所得は 億円で、前年より ％増加し、全国 位、九州 位とな

っています。

○平成 ８年の販売農家 戸あたりの農業所得は、前年と比べて ％増加し、 万円となり

ました。また、農外所得は前年と比べて ％増加し、 万円となりました。

○平成 年の主業農家１戸あたりの農業所得は、前年と比べて ％増加し、 万円となって

おり、主業農家は販売農家の約 倍（ ％ の農業所得を確保しています。

農家所得の推移（販売農家） 農家所得の推移（主業農家）

※本県の販売農家戸数 戸 ） ※本県の主業農家戸数 戸（ ）

生産農業所得の全国順位

生産農業
所得（億円）

北 海 道
茨 城
千 葉

鹿 児 島
青 森
熊 本
栃 木
宮 崎
愛 知
新 潟

合計 全国

順位 都道府県 所得率
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３－６ 農 業 農 村 の 役 割

○農業から生産される食料は私たちの生活にとって身近なものであり、生命と健康の源です。

○農業・農村は、食料供給のほか、国土・水資源・環境・文化・教育など、現代社会の様々

な課題の解決に貢献する多面的な機能や役割を持っています。

１ 安定的な食料供給

我が国の食料自給率（カロリーベース）について、昭和４０年は７３％でしたが、平成

１０年には４０％まで低下し、その後は横ばいで推移しています。

本県の総合食料自給率は、平成 年（概算）はカロリーベースで ％、生産額ベー

スで ％となっています。また、主要品目の自給率は全国に比べて高く、本県は食料供

給県となっています。

食料自給率の推移（全国）

（資料）農林水産省「食料需給表」

熊本県の食料自給率の推移

（資料）農林水産省「生産農業所得統計」、「作物統計」、「食料需給表」、総務省「国勢調査」

（注）総合食料自給率 カロリー・生産額 は国公表値（平成 年から公表）

品目別自給率 重量ベース は県算出（国内品目別自給率×県内生産量（額）割合÷県人口割合）

・牛乳は飲用向けとし、国内自給率を として計算

・米・麦・大豆は生産量で試算。その他品目は農業産出額により試算した。

区分 単位 年 概算

カロリーベース
総合食料自給率

－

生 産 額 ベース
総合食料自給率

－

米

小 麦

大 豆

野 菜

果 実

牛 乳

牛 肉

豚 肉

鶏 卵

％

３－５ 農 業 所 得

くまもとの農業

生産農業所得の推移

資料 農林水産省「生産農業所得統計」

注 パーセンテージは生産農業所得率（生産農業所得 農業産出額

○生産農業所得とは…

農業産出額から物的経費（減価償却費及び間接税を含む を控除し、経常補助金等を加算した額のこと。

なお、生産農業所得統計では、物的経費の積み上げによって算出するのが困難なため、便宜上、農業総産出額（農業産出
額 に所得率を乗じて推計している。

（農業粗収益－経常補助金等－物的経費
※生産農業所得＝農業総産出額×所得率＋経常補助金等 ※所得率＝

農業粗収益

農家所得の推移

資料 農林水産省「農業経営統計調査（営農類型別統計 」（ ～

○平成 ８年の生産農業所得は 億円で、前年より ％増加し、全国 位、九州 位とな

っています。

○平成 ８年の販売農家 戸あたりの農業所得は、前年と比べて ％増加し、 万円となり

ました。また、農外所得は前年と比べて ％増加し、 万円となりました。

○平成 年の主業農家１戸あたりの農業所得は、前年と比べて ％増加し、 万円となって

おり、主業農家は販売農家の約 倍（ ％ の農業所得を確保しています。

農家所得の推移（販売農家） 農家所得の推移（主業農家）

※本県の販売農家戸数 戸 ） ※本県の主業農家戸数 戸（ ）

生産農業所得の全国順位

生産農業
所得（億円）

北 海 道
茨 城
千 葉

鹿 児 島
青 森
熊 本
栃 木
宮 崎
愛 知
新 潟

合計 全国

順位 都道府県 所得率
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２ 多面的機能の発揮

農業・農村は、洪水の防止や水資源のかん養、自然環境の保全、さらには美しい景観の形成など、

様々な機能（農業・農村の多面的機能）を有しており、国土を保全し、生命と財産、豊かな暮らし

を守る重要な役割を担っています。

農業・農村の多面的機能のイメージ

農業・農村の多面的機能の評価（試算）（単位：億円／年間）

※「保健休養・やすらぎ」については、全国の評価額を耕地面積比で按分。

全国欄は、日本学術会議が行った農業の多面的機能の評価
白川中流域の水田地帯における湛水（地下水かん養）の状況

地域社会の形成・維持

○保養・教育・医療・福祉への効果

農業や農村空間は、人々に憩いの場、レクリェ－ションの場を提供しています。また、食料生産

の場であるとともに、それをとりまく自然の大切さなどを学ぶ、体験学習の場としての役割や、医

療や福祉的ケアを必要とする方々への良好な効果をもたらす機能も有しています。

田んぼアート（玉名市） 都市と農村の交流（球磨村）

 

 

0.2%4123有機性廃棄物処理

0.1%287気候緩和

82,226

23,758

4,782

3,318

537

14,633

34,988

全国

0.4%9地下水かん養

12.7％309河川流況安定

52.6%1,277洪水防止

3.2%78土壌浸食防止

5.5%134土砂崩壊防止

25.3%613保健休養・やすらぎ※

2,426合計

構成比熊本県機能

0.2%4123有機性廃棄物処理

0.1%287気候緩和

82,226

23,758

4,782

3,318

537

14,633

34,988

全国

0.4%9地下水かん養

12.7％309河川流況安定

52.6%1,277洪水防止

3.2%78土壌浸食防止

5.5%134土砂崩壊防止

25.3%613保健休養・やすらぎ※

2,426合計

構成比熊本県機能
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３－７ 作 物 別 生 産 状 況 （１）野菜

九州

四国

中国

近畿

東海
北陸

関東

東北 北海道

出荷量

千トン

○本県の野菜は、平坦地域の施設野菜や夏の冷涼な気候を生かした高冷地野菜、海岸島しょ地域の

温暖な気候を生かした露地野菜など多様な気象条件を生かした生産が行われています。

○トマト、なす、すいか、いちご、メロン等の施設野菜は全国的にも有数の産地となっています。

【平成 年農業産出額 野菜 ３ 億円（内訳：野菜 億円、いも類５ 億円）

構成比 ９ 】

野菜産出額（Ｈ２８年）

野菜の地域別出荷量（Ｈ２８年）

トマト、いちご生産の推移

（資料）農林水産省「生産農業所得統計」

（注）産出額は野菜といもの計。数値は品目ごとの産出額（単位：億円）

（資料）農林水産省｢野菜生産出荷統計｣

｢作物統計 かんしょ ｣農林水産部調べ

県育成いちご「ゆうべに」

大玉で、甘さと酸味のバランスの良さが特徴です。

販売価格の高い年内の収量性に優れています。

平成２９年産は約７０ｈ で栽培されています。

野菜生産の推移

（資料）農林水産省「青果物産地別卸売統計」

（注）出荷量は主要野菜１５品目

野菜の品目別出荷量（Ｈ２８年）

Ｈ 年産

作
付
面
積

収
穫
量

（万ｔ）

収穫量 作付面積
（千ｈａ）

Ｈ 年産

作
付
面
積

収
穫
量

トマト収穫量 いちご収穫量

トマト作付面積 いちご作付面積 （ｈａ）（千ｔ）

トマト

なす

すいかいちご

メロン

キャベツ

きゅうり

かんしょ

レタス

アスパラガス

その他野菜

産出額

億円

（資料）農林水産省「野菜生産出荷統計」

トマト

キャベツ
なす

ミニトマト

はくさい

にんじん

だいこん

きゅうり

その他

出荷量
千トン

（資料）農林水産省「青果物産地別卸売統計」

（注）出荷量は主要野菜１５品目
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３－７ 畜 種 別 生 産 状 況 （２）畜 産

くまもとの農業

年 畜産産出額

第１１回全国和牛能力共進会（宮城大会）熊本県チーム

○乳用牛の飼養頭数及び飼養戸数 ○肉用牛の飼養頭数及び飼養戸数

○肉用繁殖めす牛の飼養頭数（品種別、 か月以上）

放牧風景（阿蘇）

○本県の畜産は、恵まれた自然環境、草地資源等を生かし、肉用牛・乳用牛等の大家畜経営はもと

より、養豚経営も多く、平成２８年の熊本県農業産出額に占める畜産の割合は、３２８ （１，

１４１億円）となっています。飼養頭数については、乳用牛は全国４位、肉用牛は同４位の地位

を占めており、県内では菊池、阿蘇、球磨等を中心に主産地が形成されています。

【平成 ８年農業産出額 畜産：１，１４１億円 構成比 ２８ 】

資料）農林水産省「畜産統計」

資料）農林水産省「畜産統計」

飼養頭数 飼養戸数 ◆ 

資料）農林水産省「畜産統計」

年

（戸千頭

年

千頭） 戸

飼養頭数 飼養戸数 ◆ 

年度

褐毛和種 黒毛和種

頭

資料）熊本県畜産統計

肉用牛

乳用牛

豚

鶏

その他

産出額
億円
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○豚の飼養戸数及び飼養頭数

ヒゴサカエ３０２母豚および子豚

※ヒゴサカエ３０２：ブランド豚肉『ひごさかえ肥皇』
の基礎豚

○ブロイラーの飼養戸数及び飼養羽数

原種・天草大王（雌と雄）

○採卵鶏の飼養戸数及び飼養羽数

年

飼養頭数 飼養戸数（千頭） （戸）

年

飼養羽数 飼養戸数千羽 戸

年

飼養羽数 飼養戸数千羽 戸

資料）農林水産省「畜産統計」

注）平成 年、 年統計調査は実施されていない

飼養頭数 飼養戸数 ◆

資料）農林水産省「畜産統計」

注）平成 ～ 、 年の統計調査は実施されていな

い

資料）農林水産省「畜産統計」

注）平成 、 年の統計調査は実施されていない

３－７ 畜 種 別 生 産 状 況 （２）畜 産

くまもとの農業

年 畜産産出額

第１１回全国和牛能力共進会（宮城大会）熊本県チーム

○乳用牛の飼養頭数及び飼養戸数 ○肉用牛の飼養頭数及び飼養戸数

○肉用繁殖めす牛の飼養頭数（品種別、 か月以上）

放牧風景（阿蘇）

○本県の畜産は、恵まれた自然環境、草地資源等を生かし、肉用牛・乳用牛等の大家畜経営はもと

より、養豚経営も多く、平成２８年の熊本県農業産出額に占める畜産の割合は、３２８ （１，

１４１億円）となっています。飼養頭数については、乳用牛は全国４位、肉用牛は同４位の地位

を占めており、県内では菊池、阿蘇、球磨等を中心に主産地が形成されています。

【平成 ８年農業産出額 畜産：１，１４１億円 構成比 ２８ 】

資料）農林水産省「畜産統計」

資料）農林水産省「畜産統計」

飼養頭数 飼養戸数 ◆ 

資料）農林水産省「畜産統計」

年

（戸千頭

年

千頭） 戸

飼養頭数 飼養戸数 ◆ 

年度

褐毛和種 黒毛和種

頭

資料）熊本県畜産統計

肉用牛

乳用牛

豚

鶏

その他

産出額
億円
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３－７ 作 物 別 生 産 状 況 （３）米

（千 ）（千ｔ） 収穫量

作付面積

年産

年産

米粉用米 飼料用米

県内

九州・

沖縄

関西

関東 その他

農協直売

経済連

委託

主食集荷

組合

農家

直売等

農協集荷

水稲生産量
１７８，１００ｔ

水稲の収穫量、作付面積（ ９年） 品種別水稲作付面積（ ９年）

米粉用米・飼料用米作付面積（ ９年）

県産米（うるち米）の出荷先別割合（ ８年）

県産米集荷状況（ ８年）

○本県は、西日本有数の米生産県であり、多様な気象条件を生かした良質米栽培が行われています。

２９年産水稲は、熊本地震の影響も残り、作付面積が減少しています。主な品種は、「ヒノヒカ

リ」、「森のくまさん」、「コシヒカリ」の 品種で、作付面積の約 ４ を占めています。

○耐暑性新品種「くまさんの力」は、平坦部を中心に普及しており、 等比率の向上など品質改善

に効果を発揮しています。

○ 米粉用米・飼料用米については、水田フル活用に向け、主食用米等から転換され、 ９年産は前

年に比べ作付がやや増加しています。

○ ８年産県産米の主な出荷先は、県内が６８ と最も多く、次いで九州、関西へ多く出荷してい

ます。 【平成 ８年農業産出額 米：３７７億円（構成比１０．８％）】

資料）農林水産省「新規需要米の取組計画認定状況」

資料）県農産園芸課調べ

資料）県農産園芸課調べ

資料）県農産園芸課調べ

資料）農林水産省「作物統計」
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３－７ 作 物 別 生 産 状 況 （４）果樹

くまもとの農業

5.9 

5.1 
4.7 

4.2 

3.6 3.5 3.4 

3.3 3.1 2.9 
2.6 

2.3 2.2 2.1 

5.5 

5.2 5.0 
4.3 

3.9 3.6 3.5 

13.3 

9.5 
10.1 

8.2 

9.5 

7.5 
8.4 

4.3 4.4 4.0 
3.5 3.9 

3.1 3.6 

2.1 2.2 1.9 
1.4 1.6 

1.0 1.2 

（万ｔ）（千 ）

温州みかん面積 その他かんきつ面積 落葉果樹面積

温州みかん生産量 その他かんきつ生産量 落葉果樹生産量

果樹産出額（Ｈ２８年） 果樹の栽培面積と生産量の推移

資料 農林水産省「生産農業所得統計」

注 数値は品目ごとの産出額単位：億円

県育成温州みかん・不知火類の栽培面積と生産量の推移

＜温州みかん＞

競争力のある商品づくりに向けて、県育成品種の

導入やシートマルチ栽培による高品質生産に取り組

んでいます。

＜不知火
し ら ぬ ひ

類（デコポン）＞

本県は、全国一の産地です。競争力のあ

る商品づくりに向けて、 月から 月まで

の長期安定出荷やプレミアムデコポン栽培

の推進に取り組んでいます。

＜なし「秋
しゅう

麗
れい

」＞

８月中・下旬に収穫される「秋麗」は、西

洋なしのような外観と際立つ甘さが特徴で

す。稼げる経営体づくりに向けて、全国に先

駆けてブランド化に取り組んでいます。

＜園地集積と基盤整備の推進＞

継続できる産地づくりに向けて農地中間管

理機構を活用した園地集積と園地整備による

農作業の省力化を進めています。

○本県の果樹は、主に海岸地域においては、温州みかん、不知火類（デコポン）、甘夏等の常緑果樹

が栽培され、中山間地域では、くり、なし、かき、ぶどう、もも等の落葉果樹が栽培されていま

す。【平成 ８年農業産出額 果実：３１４億円 構成比 】

（資料）熊本県果樹振興実績書

245

619

1,126 1,143 

995 953 940

739

962

1,273 1,274 

1,227 1,155 1,127 

53

7,145 

19,979 

20,893 

28,243 

25,900 
24,473 

5,090 

12,166 
15,460 

16,269 19,584 

15,493 

18,831 

（ｔ）（ ）

県育成温州みかん面積 不知火類面積

県育成温州みかん生産量 不知火類生産量

（資料）熊本県果樹振興実績書

３－７ 作 物 別 生 産 状 況 （３）米

（千 ）（千ｔ） 収穫量

作付面積

年産

年産

米粉用米 飼料用米

県内

九州・

沖縄

関西

関東 その他

農協直売

経済連

委託

主食集荷

組合

農家

直売等

農協集荷

水稲生産量
１７８，１００ｔ

水稲の収穫量、作付面積（ ９年） 品種別水稲作付面積（ ９年）

米粉用米・飼料用米作付面積（ ９年）

県産米（うるち米）の出荷先別割合（ ８年）

県産米集荷状況（ ８年）

○本県は、西日本有数の米生産県であり、多様な気象条件を生かした良質米栽培が行われています。

２９年産水稲は、熊本地震の影響も残り、作付面積が減少しています。主な品種は、「ヒノヒカ

リ」、「森のくまさん」、「コシヒカリ」の 品種で、作付面積の約 ４ を占めています。

○耐暑性新品種「くまさんの力」は、平坦部を中心に普及しており、 等比率の向上など品質改善

に効果を発揮しています。

○ 米粉用米・飼料用米については、水田フル活用に向け、主食用米等から転換され、 ９年産は前

年に比べ作付がやや増加しています。

○ ８年産県産米の主な出荷先は、県内が６８ と最も多く、次いで九州、関西へ多く出荷してい

ます。 【平成 ８年農業産出額 米：３７７億円（構成比１０．８％）】

資料）農林水産省「新規需要米の取組計画認定状況」

資料）県農産園芸課調べ

資料）県農産園芸課調べ

資料）県農産園芸課調べ

資料）農林水産省「作物統計」
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３－７ 作 物 別 生 産 状 況 （５）花 き

くまもとの農業

花き産出額（Ｈ２８年）

主要品目での取組

＜宿根カスミソウ＞ 出荷量 全国１位

月～ 月までの長期安定出荷と需要期（年末、母

の日など）に向けた計画出荷に取り組んでいます。

花き作付面積の推移

＜トルコギキョウ＞ 出荷量 全国１位

日持ちの良いトルコギキョウの周年供給に取り組

んでいます。

花き主要品目の作付面積と出荷量

＜湿地性カラー＞ 出荷量 全国２位

県オリジナル品種「ホワイトトーチ」「ホワイトスワン」

の産地化に取り組んでいます。

○本県の花きは天草など冬期温暖な海岸地域から熊本、菊池、鹿本、八代等の平坦地域や阿蘇等の

夏期冷涼な高原地域まで多岐にわたる立地条件を生かして、宿根カスミソウ、トルコギキョウ、

カラー、キク、バラ、リンドウ、洋ラン鉢物等の産地化が図られています。

【平成２８年農業産出額 花き： ２億円（構成比 ２ ％）】

（資料）産出額合計；農林水産省「生産農業所得統計」

品目別産出額；県農林水産部「花き生産実績」

（資料）県農林水産部「花き生産実績」

（資料）県農林水産部「花き生産実績」
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３－７ 作 物 別 生 産 状 況 （６）工芸作物

○本県のいぐさは、全国生産量の９割以上を占め、特に八代地域農業の重要な作物となっています。
住宅の洋風化や景気低迷による畳表の国内需要の減少や中国産畳表の輸入の影響を受けて、作付
面積は減少傾向にあります。

○県では、県産畳表のブランド化を図るため、優良品種（「ひのみどり」「夕凪」「ひのはるか」「涼
風」）の生産拡大と統一産地表示「くまもと畳表」の取り組みを支援しています。

【平成 ８年農業産出額 工芸作物：８７億円（構成比２５％）、うち、いぐさ：２３億円】

○本県の茶は、中山間地域を中心に県下各地で栽培され、煎茶、むし製玉緑茶、釜炒り茶の３茶種
が生産されています。生産量は１，２８０ｔで全国第８位ですが、玉緑茶に限れば全国第１位の
生産量（Ｈ２８年）となっています。ここ数年は栽培面積、生産量とも減少傾向にあります。
【茶（生葉）：９億円】

○本県の葉たばこは、平坦地域から中山間地域まで県内各地で栽培されており、栽培面積、生産量
及び販売代金は全国 位（Ｈ２８年）となっています。近年は喫煙者が減少しているため、栽培
面積は減少傾向にあります。 【葉たばこ：５４億円】

生産量

作付面積

（千 ）（千 ）

いぐさの生産状況

（資料）農林水産省「工芸農作物統計」 畳表に装着されたＱＲコード付きタグ

茶の生産状況

生産量

作付面積

（千 ）（千ｔ）

（資料）農林水産省「工芸農作物統計」 大規模集団茶園

葉たばこの生産状況

ＡＰ－１（高架型作業機）による収穫作業（資料）日本たばこ産業 株 「葉たばこ生産統計表」

生産量

作付面積

（千 ）（千ｔ）
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３－７ 作 物 別 生 産 状 況 （７）麦 類・豆 類

くまもとの農業

大豆生産の推移 大豆の作付品種
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（年産）

（千トン） （千ｈａ）
作付面積収穫量

○本県の平成 ９年産麦の作付面積は、前年に比べ小麦・大麦ともやや減少しましたが、収穫量は、

登熟期以降天候に恵まれたため前年よりやや増加しました。

○本県の平成 ９年産大豆の作付面積は、熊本地震で被害を受けた水田の復旧工事の進展により減

少しました。また、９月中旬以降寡照傾向だったため単収が伸び悩み、収穫量は減少しました。

【平成２８年農業産出額 麦類：６億円（構成比 ％）、大豆：７億円（同 ２％）】

小麦・大麦生産の推移 小麦・大麦の作付品種
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小麦 二条大麦

小麦 二条大麦

（千トン） （千ｈａ）

作付面積

収穫量

（年産）

（資料）農林水産統計

（資料）県農産園芸課調べ（ 年産）

（資料）県農産園芸課調べ（ 年産）

（資料）農林水産統計
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３－８ 熊 本 県 農 畜 産 物 出 荷 時 期 一 覧 表
種類 品名 主な生産地域 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

すいか 熊本・鹿本・上益城・菊池

メロン
アールスメロン 鹿本・宇城・熊本・八代

アンデスメロン 宇城・球磨・菊池・熊本

クインシーメロン 宇城・八代・熊本

肥後グリーンメロン 八代・宇城

トマト 八代・玉名・宇城・熊本

阿蘇・上益城

いちご 玉名・八代・球磨・宇城・阿蘇

なす 熊本・宇城・玉名

球磨・鹿本・玉名

れんこん 宇城・熊本・八代

さといも 菊池・球磨・阿蘇・上益城

ピーマン 上益城・阿蘇

ごぼう 菊池・阿蘇

さやいんげん 天草・球磨・上益城

キャベツ 八代・熊本

阿蘇・上益城

にんじん 菊池・鹿本

だいこん 菊池

阿蘇

レタス 天草・八代

きゅうり 宇城・熊本

球磨・阿蘇・熊本・菊池・上益城

ほうれんそう 阿蘇

たまねぎ 熊本・芦北・天草

しょうが 宇城・八代

かんしょ 菊池・上益城・阿蘇

かんきつ類
温州みかん 玉名・熊本・宇城

不知火（デコポン） 宇城・芦北・天草

甘夏 芦北・宇城・天草

ポンカン 天草・宇城

清見 天草・宇城・芦北

河内晩柑（ジューシーオレンジ） 天草

ネーブル 宇城

大橘（パール柑） 宇城・天草

晩白柚 八代

ハウスミカン 鹿本・玉名
なし
幸水 球磨・八代・玉名・熊本

豊水 球磨・玉名・熊本・八代

新高 玉名・八代

くり
筑波・銀寄・など 球磨・上益城・鹿本・菊池・玉名

ぶどう
巨峰 宇城・鹿本・菊池

桃 球磨・玉名・熊本・鹿本・宇城

かき 宇城・上益城・菊池・鹿本

びわ 天草

ブルーベリー 上益城

キク 鹿本・上益城・熊本・球磨

宿根カスミソウ 菊池・天草・宇城

トルコキキョウ 阿蘇・菊池・球磨・八代・天草

バラ 熊本・阿蘇・玉名・八代

カーネーション 熊本・阿蘇・上益城・菊池

カラー 熊本・八代

スターチス類 天草・菊池・八代・阿蘇

畳表（いぐさ） 八代・宇城・球磨

茶 球磨・菊池・上益城・八代・鹿本・芦北

県下全域
畜
産

牛乳・牛肉・豚肉・鶏肉・鶏卵

野
菜
類

果
実
類

花
き
類

特
産

３－７ 作 物 別 生 産 状 況 （７）麦 類・豆 類

くまもとの農業

大豆生産の推移 大豆の作付品種
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（千トン） （千ｈａ）
作付面積収穫量

○本県の平成 ９年産麦の作付面積は、前年に比べ小麦・大麦ともやや減少しましたが、収穫量は、

登熟期以降天候に恵まれたため前年よりやや増加しました。

○本県の平成 ９年産大豆の作付面積は、熊本地震で被害を受けた水田の復旧工事の進展により減

少しました。また、９月中旬以降寡照傾向だったため単収が伸び悩み、収穫量は減少しました。

【平成２８年農業産出額 麦類：６億円（構成比 ％）、大豆：７億円（同 ２％）】

小麦・大麦生産の推移 小麦・大麦の作付品種
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（千トン） （千ｈａ）

作付面積

収穫量

（年産）

（資料）農林水産統計

（資料）県農産園芸課調べ（ 年産）

（資料）県農産園芸課調べ（ 年産）

（資料）農林水産統計
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３－９ 農 業 団 体

くまもとの農業

１ 農協の現状（Ｈ３０４ 現在） ２ 熊本県の農協の活動状況（Ｈ２８年度）

項 目 単 位 本 県

１県当たりの

全国平均

Ｈ２７年度

組合数 組合

組合員数 人

１組合当たりの組合員数 人

営農指導員数 人

営農指導員１人当たりの

正組合員数
人

販売品販売・取扱高 百万円

購買品供給・取扱高 百万円

信用事業総利益 百万円

共済事業総利益 百万円

（資料）全国：農林水産省「平成２７年度総合農協統計表」

本県：熊 本 県「平成２８事業年度熊本の農協」

３ 熊本県農協系統組織図（Ｈ３０４ 現在）

単協
（県所管）

県連合会
（国所管）

全国連合会
（国所管）

県中央会 全中
農協の指導・監査・
連絡調整

県経済連 全農
経済事業
（購買・販売等）

農林中金
信用事業
（融資等）

全共連
共済事業
（生命保険・損害保険等）

県厚生連 全厚連
厚生事業
（医療等）

各種県専門連

県畜連

県酪連

県果実連
*県区域を越える

 県畜産農協を含む

総合農協
（１４ＪＡ）

組合員

各種の専門
農協（２６）*

○農家数の減少や輸入農作物の増加等、農業・農村を取り巻く状況が大きく変化する中で、農協は

様々な農家・組合員のニーズに応えるため、営農事業をはじめとする各種事業の充実を図り、地

域農業の活性化に取り組んでいます。

・ 太線は「熊本県１１ＪＡ構想」区域
・ は広域合併区域
・ は未合併農協区域

ＪＡ熊本市

ＪＡ熊本うき

ＪＡたまな

ＪＡかみましき

ＪＡやつしろ

ＪＡあしきた

ＪＡくま
ＪＡあまくさ

ＪＡ阿蘇

ＪＡ菊池

ＪＡ鹿本

ＪＡ本渡五和

ＪＡれいほく

ＪＡ大浜

旧蘇陽町

旧富合町・城南町

旧植木町
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３－１０ 農 業 共 済 組 合

くまもとの農業

１ 農業災害補償制度の概要

（１）制度の仕組み （２）農業共済事業の種類及び共済目的

農 家

農業共済組合

国

共
済
関
係

保
険
関
係

掛
金

共
済
金

保
険
金

保
険
料

事
務
費
負
担
・
補
助

共
済
掛
金
一
部
負
担

賦
課
金

事 業 の 種 類 共済目的（制度の対象作物等）

農 作 物 共 済 水稲、陸稲、麦

家 畜 共 済 牛、馬、豚

果 樹 共 済
温州みかん、夏みかん、指定か

んきつ、くり、なし

畑 作 物 共 済 大豆、種ばれいしょ、蚕繭

園芸施設共済
特定園芸施設、附帯施設、施設

内農作物

任 意 共 済 建物、農機具

２ 熊本県農業共済組合の概要（ ３０４ 現在）

（１）組合運営の機構図 （２）組合の概要

組合員

総代会

理事会

本所・支所

共済部長監事会

損害評価会

役員数 理事 人、監事 人

組合員数 人

総代数 人

共済部長数 人

職員数 人

共済金額 年度 億円

支払共済金 年度 億円

【本所】熊本市南区城南町舞原 番地

【支所 】

熊本市、宇城、玉名、鹿本、菊池、阿蘇

上益城、八代・芦北、球磨、天草

○農業災害補償制度は、農業災害補償法に基づき、国の農業災害対策として実施される公的保険制

度です。

○農業共済組合は、組合員（農家）と国が負担した掛金を共同準備財産として積み立て、災害が発

生した場合に、被災農家に共済金を支払い農業経営の安定化を図っています。

○熊本県農業共済組合は、１県１組合の特定組合として農業共済事業の運営を行っています。

３－９ 農 業 団 体

くまもとの農業

１ 農協の現状（Ｈ３０４ 現在） ２ 熊本県の農協の活動状況（Ｈ２８年度）

項 目 単 位 本 県

１県当たりの

全国平均

Ｈ２７年度

組合数 組合

組合員数 人

１組合当たりの組合員数 人

営農指導員数 人

営農指導員１人当たりの

正組合員数
人

販売品販売・取扱高 百万円

購買品供給・取扱高 百万円

信用事業総利益 百万円

共済事業総利益 百万円

（資料）全国：農林水産省「平成２７年度総合農協統計表」

本県：熊 本 県「平成２８事業年度熊本の農協」

３ 熊本県農協系統組織図（Ｈ３０４ 現在）

単協
（県所管）

県連合会
（国所管）

全国連合会
（国所管）

県中央会 全中
農協の指導・監査・
連絡調整

県経済連 全農
経済事業
（購買・販売等）

農林中金
信用事業
（融資等）

全共連
共済事業
（生命保険・損害保険等）

県厚生連 全厚連
厚生事業
（医療等）

各種県専門連

県畜連

県酪連

県果実連
*県区域を越える

 県畜産農協を含む

総合農協
（１４ＪＡ）

組合員

各種の専門
農協（２６）*

○農家数の減少や輸入農作物の増加等、農業・農村を取り巻く状況が大きく変化する中で、農協は

様々な農家・組合員のニーズに応えるため、営農事業をはじめとする各種事業の充実を図り、地

域農業の活性化に取り組んでいます。

・ 太線は「熊本県１１ＪＡ構想」区域
・ は広域合併区域
・ は未合併農協区域

ＪＡ熊本市

ＪＡ熊本うき

ＪＡたまな

ＪＡかみましき

ＪＡやつしろ

ＪＡあしきた

ＪＡくま
ＪＡあまくさ

ＪＡ阿蘇

ＪＡ菊池

ＪＡ鹿本

ＪＡ本渡五和

ＪＡれいほく

ＪＡ大浜

旧蘇陽町

旧富合町・城南町

旧植木町
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３－１１ 農 業 制 度 資 金

（貸付利率は ４１８現在）

※ 認定就農者 新たに就農しようとする者で、就農計画認定申請書を作成し県の認定を受けた者。
※ 認定農業者 農業経営改善計画を作成し、市町村の認定を受けた農業者。
※ 集落営農組織 農業者が主たる構成員となっている法人格を有しない農業を営む任意団体。
※ エコファーマー等 持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律に定める導入計画の認定を受
けた者の他、農商工等連携促進法第 条第 項第 号イに掲げる措置を行う認定中小企業者、米穀新用
途利用促進法第 条第 項第 号の農業改良支援措置を行う認定製造事業者、六次産業化法第 条第
項第 号に掲げる措置を行う促進事業者。

※ 日本政策金融公庫資金については、委託金融機関による貸付けもあり。

種別 資金名 内容 対象者 貸付限度額 償還期限 貸付利率 貸付主体

経営体育成強化資金
農地の取得
農業施設・機械の改良・取得
家畜・果樹の導入等

農業を営む者
個人1億5,000万円
法人5億円

25年以内 日本政策金融公庫

農業改良資金
新部門の開始・新技術の導入等
に必要な農業施設・機械の取
得、家畜・果樹の導入等

エコファーマー等
個人5,000万円

法人1億5,000万円
10年以内 無利子 日本政策金融公庫

農業経営基盤強化資金
（スーパーＬ資金）

農地の取得
農業施設・機械の改良・取得
家畜・果樹の導入等

認定農業者
個人3億円

法人10億円
25年以内 0.20～0.30% 日本政策金融公庫

経営体育成強化資金
農地の取得
農業施設・機械の改良・取得
家畜・果樹の導入等

農業を営む者
個人1億5,000万円
法人5億円
（負債整理との合計額）

25年以内 日本政策金融公庫

農業近代化資金
規模拡大、合理化等の経営改善
のための長期資金

認定農業者
認定就農者
集落営農組織
農業参入法人等

個人1,800万円
法人2億円
集落営農組織2億円
農業参入法人1億5,000万円

15年以内 0.20～0.30%
農協

銀行等

農業経営改善促進資金
（スーパーＳ資金）

経営改善のための短期資金 認定農業者
個人500万円
法人2,000万円

1年以内
（極度方式）

農協、銀行等

農業経営負担軽減支援資金
制度資金以外の営農負債の借
換え

農業者 営農負債残高
10年以内

（特認15年）
農協

銀行等

大家畜・養豚特別支援資金
営農負債の借換え
①経営改善資金
②経営継承資金

大家畜・養豚経
営者

経営改善計画の達成に必要
な額

大家畜
15年以内

養豚
 7年以内

農協

畜産経営体質強化支援資金 
新しい経営展開のために必要な
既往負債の借換え（畜産経営に
係るものに限る）

畜産クラスター計
画及び熊本地震
対応畜産クラス
ター計画における
中心的な経営体
又は認定農業者
のうち、酪農、肉
用牛又は養豚経
営を営む者

新しい経営展開のために必
要な既往負債の残高（畜産
経営に係るものに限る）

酪農・肉用牛
25年以内

養豚15年以内

0.35%（貸付当初５年
間は無利子）

農協
銀行等

経営体育成強化資金 負債の整理、償還円滑化 農業を営む者
経営改善計画の達成に必要
な額

25年以内 日本政策金融公庫

Ⅴ
　
災
害
・
減
収

農林漁業セーフティネット資金

①災害による被害からの経営再
建に必要な資金
②減収時の資材費、労務費その
他の長期運転資金

農業を営む者
600万円
(特例)年間経営費の3/12

１0年以内 日本政策金融公庫

農業近代化資金
農協

銀行等

Ⅳ
　
負
債
整
理

Ⅰ
　
事
業
開
始

Ⅱ
　
設
備
投
資

Ⅲ
　
運
転
資
金

施設・農機具取得等

認定農業者
認定就農者
集落営農組織
農業参入法人等

15年以内 0.20～0.30%

個人1,800万円
法人2億円
集落営農組織2億円
農業参入法人1億5,000万円

0.20～0.30%農業近代化資金
農協

銀行等

認定農業者
認定就農者
集落営農組織
農業参入法人等

個人1,800万円
法人2億円
集落営農組織2億円
農業参入法人1億5,000万円

施設・農機具取得等 15年以内

○多様化する農業者の資金需要に対応した各種低利の資金を融通することにより、農業者の経営

安定や生産力の向上等を支援しています。
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３－１２ 農 林 水 産 部 機 構 図

　

農 業 技 術 課

生 産 経 営 局

総 務 班
普 及 企 画 班
植 物 防 疫 ・ 農 薬 監 視 班
地下水と土を育む農業推進班
担 い 手 育 成 班
地 域 農 業 支 援 班
産 地 づ く り 支 援 班

む ら づ く り 課

［広域本部・地域振興局等組織］

流 通 企 画 班
国 際 流 通 班
地 産 地 消 班
企 業 参 入 ・ 次 化 支 援 班

生 産 企 画 班
農 産 振 興 班
水 田 総 合 推 進 班
い 業 ・ 特 産 班
野 菜 班
果 樹 ・ 花 き 班

流 通 ア グ リ ビ ジ ネ ス 課

管 理 部
企 画 調 整 部
農 産 園 芸 研 究 所

茶 業 研 究 所
高 原 農 業 研 究 所
球 磨 農 業 研 究 所

生 産 環 境 研 究 所
畜 産 研 究 所

草 地 畜 産 研 究 所
ｱ ｸ ﾞ ﾘ ｼ ｽ ﾃ ﾑ 総 合 研 究 所
果 樹 研 究 所

天 草 農 業 研 究 所

大 切 畑 ダ ム 復 興 事 務 所

農 産 園 芸 課

農 村 振 興 局

農 村 計 画 課

農 地 整 備 課

技 術 管 理 課 農 業 土 木 技 術 班
農 村 情 報 企 画 班
林 務 水 産 技 術 班
地 籍 調 査 班

総 務 班
土 地 改 良 指 導 班
農 村 企 画 班
調 査 計 画 班
国 営 事 業 対 策 班

用 地 換 地 班
水 資 源 農 道 班
農 地 資 源 班
防 災 班

［県　央］
◎熊　本
○宇　城
○上益城
［県　北］
◎菊　池
○玉　名
○鹿　本
○阿　蘇
［県　南］
◎八　代
○芦　北
○球　磨
［天　草］
◎天　草

里 モ ン ・ 農 業 遺 産 推 進 班
む ら づ く り 推 進 班
農 山 漁 村 支 援 班

総 務 班
森 林 計 画 班
造 林 間 伐 班
県 有 林 班
森 林 集 約 化 ・ 普 及 班

農林（水産）部

漁 港 課 （ 天 草 ）

＊県央は農林部、
  他は農林水産部

林 業 担 い 手 ・ 特 産 振 興 班
林 道 班
く ま も と 木 材 利 活 用 推 進 班

農 林 水 産 政 策 課

農

林

水

産

部

管 理 班
計 画 班
漁 港 班
漁 場 班

漁 業 取 締 事 務 所

漁 業 調 整 委 員 会

水 産 局

水 産 振 興 課

農 地 ・ 担 い 手 支 援 課

総 務 班
経 理 班
政 策 班

農 林 団 体 指 導 班
水 産 団 体 指 導 班
金 融 班
農 協 検 査 班
漁 協 森 組 共 済 検 査 班

平成３０年４月１日現在

団 体 支 援 課

政 策 審 議 監

家 畜 保 健 衛 生 所 （ 中 央 ・ 城 北 ・ 阿 蘇 ・ 城 南 ・ 天 草 ）総 務 ・ 企 画 班
経 営 環 境 班
生 産 振 興 班
衛 生 防 疫 班
草 地 飼 料 班

農 振 班
農 地 班
農 地 集 積 ・ 利 用 推 進 班
担 い 手 支 援 班
就 農 支 援 班

病 害 虫 防 除 所

水 産 課 （ 県 北 、 県 南 、 天 草 ）

農 地 整 備 課

総 務 課 県 央

広 域 本 部 県 央 、 県 北 、 県 南 、 天 草

林 務 課

農 業 普 及 ・ 振 興 課

菊 池 台 地 土 地 改 良 課 （ 県 北 ）

農 業 普 及 ・ 振 興 課

漁 港 漁 場 整 備 課

地 域 振 興 局

畜 産 課

総 務 班
活 力 再 生 推 進 班
資 源 栽 培 班
環 境 養 殖 班
漁 業 調 整 班

林 業 振 興 課

森 林 局

森 林 整 備 課

山 地 災 害 対 策 課 （ 阿 蘇 ）
森 林 保 全 課 保 安 林 班

み ど り 保 全 班
治 山 班

林 業 研 究 指 導 所

水 産 研 究 セ ン タ ー

農 業 大 学 校

森 林 保 全 課 （ 球 磨 ）

農 地 整 備 課

農 業 研 究 セ ン タ ー

農 林 部

川 辺 川 土 地 改 良 課 （ 球 磨 ）

林 務 課 （ 県 北 、 県 南 、 天 草 ）

★

３－１１ 農 業 制 度 資 金

（貸付利率は ４１８現在）

※ 認定就農者 新たに就農しようとする者で、就農計画認定申請書を作成し県の認定を受けた者。
※ 認定農業者 農業経営改善計画を作成し、市町村の認定を受けた農業者。
※ 集落営農組織 農業者が主たる構成員となっている法人格を有しない農業を営む任意団体。
※ エコファーマー等 持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律に定める導入計画の認定を受
けた者の他、農商工等連携促進法第 条第 項第 号イに掲げる措置を行う認定中小企業者、米穀新用
途利用促進法第 条第 項第 号の農業改良支援措置を行う認定製造事業者、六次産業化法第 条第
項第 号に掲げる措置を行う促進事業者。

※ 日本政策金融公庫資金については、委託金融機関による貸付けもあり。

種別 資金名 内容 対象者 貸付限度額 償還期限 貸付利率 貸付主体

経営体育成強化資金
農地の取得
農業施設・機械の改良・取得
家畜・果樹の導入等

農業を営む者
個人1億5,000万円
法人5億円

25年以内 日本政策金融公庫

農業改良資金
新部門の開始・新技術の導入等
に必要な農業施設・機械の取
得、家畜・果樹の導入等

エコファーマー等
個人5,000万円

法人1億5,000万円
10年以内 無利子 日本政策金融公庫

農業経営基盤強化資金
（スーパーＬ資金）

農地の取得
農業施設・機械の改良・取得
家畜・果樹の導入等

認定農業者
個人3億円

法人10億円
25年以内 0.20～0.30% 日本政策金融公庫

経営体育成強化資金
農地の取得
農業施設・機械の改良・取得
家畜・果樹の導入等

農業を営む者
個人1億5,000万円
法人5億円
（負債整理との合計額）

25年以内 日本政策金融公庫

農業近代化資金
規模拡大、合理化等の経営改善
のための長期資金

認定農業者
認定就農者
集落営農組織
農業参入法人等

個人1,800万円
法人2億円
集落営農組織2億円
農業参入法人1億5,000万円

15年以内 0.20～0.30%
農協

銀行等

農業経営改善促進資金
（スーパーＳ資金）

経営改善のための短期資金 認定農業者
個人500万円
法人2,000万円

1年以内
（極度方式）

農協、銀行等

農業経営負担軽減支援資金
制度資金以外の営農負債の借
換え

農業者 営農負債残高
10年以内

（特認15年）
農協

銀行等

大家畜・養豚特別支援資金
営農負債の借換え
①経営改善資金
②経営継承資金

大家畜・養豚経
営者

経営改善計画の達成に必要
な額

大家畜
15年以内

養豚
 7年以内

農協

畜産経営体質強化支援資金 
新しい経営展開のために必要な
既往負債の借換え（畜産経営に
係るものに限る）

畜産クラスター計
画及び熊本地震
対応畜産クラス
ター計画における
中心的な経営体
又は認定農業者
のうち、酪農、肉
用牛又は養豚経
営を営む者

新しい経営展開のために必
要な既往負債の残高（畜産
経営に係るものに限る）

酪農・肉用牛
25年以内

養豚15年以内

0.35%（貸付当初５年
間は無利子）

農協
銀行等

経営体育成強化資金 負債の整理、償還円滑化 農業を営む者
経営改善計画の達成に必要
な額

25年以内 日本政策金融公庫

Ⅴ
　
災
害
・
減
収

農林漁業セーフティネット資金

①災害による被害からの経営再
建に必要な資金
②減収時の資材費、労務費その
他の長期運転資金

農業を営む者
600万円
(特例)年間経営費の3/12

１0年以内 日本政策金融公庫

農業近代化資金
農協

銀行等

Ⅳ
　
負
債
整
理

Ⅰ
　
事
業
開
始

Ⅱ
　
設
備
投
資

Ⅲ
　
運
転
資
金

施設・農機具取得等

認定農業者
認定就農者
集落営農組織
農業参入法人等

15年以内 0.20～0.30%

個人1,800万円
法人2億円
集落営農組織2億円
農業参入法人1億5,000万円

0.20～0.30%農業近代化資金
農協

銀行等

認定農業者
認定就農者
集落営農組織
農業参入法人等

個人1,800万円
法人2億円
集落営農組織2億円
農業参入法人1億5,000万円

施設・農機具取得等 15年以内

○多様化する農業者の資金需要に対応した各種低利の資金を融通することにより、農業者の経営

安定や生産力の向上等を支援しています。
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表紙写真説明（上から順）

○インドネシア・バリ州との農畜産業分野における技術交流に関する合意書締結

○熊本地震による被災農地「阿蘇谷１４工区（阿蘇市）」の復旧・復興状況

○地域商社「 カッセ ジャパン 」の設立発表会

○（左）県育成水稲新品種「くまさんの輝き」（統一ロゴマーク、統一米袋）

（右）平成 年度品種登録「ヒゴムラサキ２号」

○（左）平成 年度選抜褐毛和種種雄牛「春山栄（はるやまさかえ）」

（右）県育成イチゴ新品種「ゆうべに」
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